
 

 

外務省が実施した政策評価についての審査結果外務省が実施した政策評価についての審査結果外務省が実施した政策評価についての審査結果外務省が実施した政策評価についての審査結果    

    

１１１１    審査の対象審査の対象審査の対象審査の対象    

  「政策評価に関する基本方針」（平成 13 年 12 月 28 日閣議決定）では、政策評価の
円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施した政策評価について、そ
の実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客観性・厳格性の達成水準等
に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととされている。 
今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 
 
「平成14年度外務省政策評価書」における総合評価方式を用いた評価159件のうち、
個々の政府開発援助（ＯＤＡ）に係る評価 41 件（注）を除く 118 件（国・地域に係る
もの 61 件及び分野に係るもの 57 件） 
 

 （注）個々の政府開発援助（ＯＤＡ）については、本件審査とは別に審査を行うこととする。 

   
２２２２    審査の結果審査の結果審査の結果審査の結果    

        総合評価は、特定のテーマについて、政策の決定から一定期間を経過した後を中心
に、問題点の解決に資する情報を提供することにより、政策の見直しや改善に資する
ことを主眼として実施されるものである。 
外務省の総合評価は、同省の政策分野を幅広く対象としてテーマを設定し、それら
のテーマに係る制度等の実施状況を述べることにより、国民への説明責任を果たすこ
とに主眼が置かれているが、政策の見直しや改善を行う視点から実施されたものもみ
られる。 
外務省では、この点に関して、同省の政策については実績評価方式や事業評価方式
による評価を行うことが困難なものが多いことから、総合評価方式を基本として実施
することとしているものであり、評価対象として特定のテーマを絞り込むのではなく、
幅広く同省の政策分野に関する多くのテーマを選択しているものであるとしている。 
また、外務省の総合評価の体系をみると、原則として、政策遂行のための個別の手
段に係る評価（以下「政策の遂行手段に係る評価」という。）とその上位の政策に係る
評価を行うこととしており、それぞれについて評価書（評価シート）が作成されてい
る（注）。 

 
 （注）外務省では、政策の遂行手段に係る評価書を評価シートＢと称しているのに対し、その上位の政

策に係る評価書を評価シートＡと称している。 
なお、本審査においては、評価シートＡの下に評価シートＢが 1件しかないものについては、両
者を合わせて一つの評価として整理した。 

 
具体的には、政策の遂行手段に係る評価については、行政機関が行う政策の評価に
関する法律（平成 13 年法律第 86 号。以下「評価法」という。）第 10 条第 1項各号に



 

 

基づき、政策効果の把握の手法及びその結果や評価結果等がおおむね網羅された評価
書（評価シート）となっており、118 件中 98 件がこれに該当する。 
また、その上位の政策に係る評価については、基本的には複数の政策の遂行手段に
係る評価書（評価シート）を束ねたものであり、評価対象とした個別の政策の遂行手
段が当該政策に照らしてどれだけの効果を上げているかを評価する仕組みとなってお
り、118 件中 20 件がこれに該当する。 
  なお、これらの総合評価の対象とした政策等については、基本計画期間（平成 14
年度から 16 年度までの３年間）内において毎年度繰り返し評価を行うこととしている
（政府開発援助に係る対国別援助等の評価については、毎年度新たな評価対象施策を
選定し評価を行うこととしている。）。 
  これら 118 件の総合評価についての審査の結果は、以下のとおりである（詳細は、
別添政策評価審査表（総合評価関係）及び表１参照）。 
 
（１）効果の把握と評価の結果（１）効果の把握と評価の結果（１）効果の把握と評価の結果（１）効果の把握と評価の結果    

   評価書の作成に当たっては、評価法第 10 条第１項において、政策評価の対象とし
た政策、政策効果の把握の手法及びその結果、政策評価の結果等を記載することと
されている。 

   外務省では、総合評価を行うことにより国民への説明責任を果たすこととしてい
ることもあって、評価書をみると、全般的に政策手段の実績を中心に記述が行われ
ている。そのような中で把握された政策の効果等や評価の結果が必ずしも明確とは
なっていないものがみられる。また、把握された政策の効果の中には、世論調査の
結果が効果として引用されているが外務省が講じた政策との関係が必ずしも明らか
にされていないものや事業参加者に対して実施した対日理解に関するアンケート調
査の結果が効果として引用されているがその具体的な内容が示されていないものな
どがみられる。 
外交政策については、対相手国等の関係で効果の把握が難しいものもあると考え
られるが、今後は、政策評価の客観的かつ厳格な実施の確保を図る観点からも、で
きる限り政策手段に対応した的確な効果の把握に努めることが望まれる。また、国
民への説明責任を果たす観点から、把握された効果の具体のデータ等の根拠を評価
書に記述するなど、評価書の記載の充実を一層図っていくことが望まれる（注）。 

  
  （注）なお、外務省から評価書が送付された後に同省のホームページにおいて公表された「平成 14

年度外務省政策評価書（概要版）」をみると、評価対象とされたすべてのテーマについて評価書
中の評価結果の概要が記述されているほか、それら評価結果の政策への反映方針が記述されて
いる。 

 
（２）学識経験を有する者の知見の活用（２）学識経験を有する者の知見の活用（２）学識経験を有する者の知見の活用（２）学識経験を有する者の知見の活用    

評価法第３条第２項によれば、政策評価は、その客観的かつ厳格な実施の確保を
図るために、「政策の特性に応じて学識経験を有する者の知見の活用を図る」ことに



 

 

より、行わなければならないとされている。 
外務省の基本計画においても、政策評価の実施に当たり、省内では得られない高
度の専門性や実践的な知見が必要な場合、あるいは、より高度の客観性や国民各位
各層の多様な意見の反映が求められる場合に、必要に応じ学識経験者、民間の研究
機関等の省外の評価者の活用を図ることとされている。 
評価書をみると、政府開発援助の対国別援助等の政策に係る評価（対スリランカ
援助政策、対タイ援助政策及び開発途上国における女性支援の３テーマ）において、
外部研究機関等に委託評価調査を行わせている状況がみられる。 
また、外務省の基本計画において、政策評価に際し、外部から外交政策・国際問
題に高い識見を得るための仕組みとして「外交政策評価パネル」を設置することと
されている。同パネルは、平成 14 年８月に総合外交政策局に設置されたが、これま
で外交政策の立案を中心に活用されている状況にある。このため、大臣官房総務課
及び考査政策評価官の下に改めて第三者機関を設置し、政策の評価に関わる専門的
な知見を得る仕組みを作るべく、検討中であるとしている。 
なお、評価書においては、第三者の意見等として 22 の政策について 42 件の意見
が示されており、内訳は次のとおりである（表２参照）。 
ア 評価に際し有識者等から聴取した意見  17 件 
イ 新聞報道記事の引用          13 件 
ウ 報告書等の記述の引用          ５件 
エ 相手国関係者等の意見         ２件 
オ その他                ５件 
これらのうち、評価に際し有識者等から聴取した意見（17 件）については、評価
に当たり学識経験を有する者からの知見の活用に当たるものと考えられるが、これ
を除く 25 件については、直接、政策評価の実施に当たって意見を聴取したものでは
なく、政策の効果等の把握の一手段と考えられることから、学識経験を有する者の
知見の活用とは区分して整理することが望ましい。 
このようなことから、今後は、評価の客観的かつ厳格な実施を確保するために、
対相手国との関係などから効果の把握等が難しい面もある外交政策の特性にかんが
み、基本計画の趣旨に沿って学識経験を有する者から意見を聴取するための仕組み
を早期に設けることが望まれる。 

 
 （全体注）各府省の評価の実施状況を踏まえた横断的又は共通的な課題等の整理・分析については、今

年度末を目途に別途取りまとめる予定である。 
なお、総合評価については、評価の方法が各府省により、また、テーマにより様々であるこ
とから、各府省が実施した政策評価の審査活動等を通じ、整理・検討を行っていきたい。 



 

 

別添                                                               
政策評価審査表（総合評価関係） 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

1 対米外交  我が国が展開する対
米外交政策における政
策目的と政策手段を整
理し、必要性、有効性、
効率性の観点を参照し
つつ、それら目的と手
段からなる政策の体系
の適切性、妥当性を評
価する。この評価によ
って、外交政策の立
案・決定、実施過程の
透明性を高め、また、
我が国国民に対する外
務省の説明責任を果た
す。 

我が国外交の基
軸である日米同盟
関係の維持・強化に
努める。 

① 政治分野での協力の推進 
② 安全保障分野での協力の推進 
③ 経済分野での協力の推進 
④ その他の協力の推進 
⑤ 相互理解の増進 

米国との政治、安全保障、経済等の分野における協力の
推進、相互理解の促進を図り、対日イメージの向上に努め
た結果、我が国外交の基軸である日米同盟関係がより強化
された。 

 №２から№６まで参照 

2  政治分野での
協力の推進 

No.１に同じ 幅広い分野での
協力の拡充を通じ、
我が国外交の基軸
である日米同盟関
係の維持・強化に努
める（我が国の安全
保障の確保、良好な
日米経済関係の維
持・発展を含む。）。 

① 政治対話 
② 地域情勢に関する協議 
③ 国連等における協力 
④ 地球規模問題等についての協
力 

米国との政治対話、地域情勢に関する協議、国連等にお
ける協力、地球規模問題等についての協力を実施した結果、
米国との政治分野における広範かつ緊密な協力が推進さ
れ、同盟国としての相互の信頼関係が一層強化された。平
成 14 年９月に発表された「米国国家安全保障戦略」におい
ては、日本が、アジアにおける米国の主要な同盟国として、
引き続き地域的・世界的な問題に指導的役割を果たすこと
を米国として期待する旨述べられている。世論調査等によ
れば両国国民の相互のイメージは極めて良好 

今後のさらなる協力の発展のためには、左記の
手段ような緊密な連携の継続とあわせ、草の根レ
ベルを含む両国民同士の交流の強化が課題。平成
15 年及び 16 年は日・米交流 150 周年の節目であ
り、日米の官民の協力によって、各種記念行事・
事業の実施を通じた「人対人」の交流の強化を図
っていく必要がある。 

3  安全保障分野
での協力の推
進 

No.１に同じ 幅広い分野での
協力の拡充を通じ、
我が国外交の基軸
である日米同盟関
係の維持・強化に努
める（我が国の安全
保障の確保、良好な
日米経済関係の維
持・発展を含む。）。 

① 日米安保体制の信頼性の向上 
② 日米間の安保面での協力強化 
③ 在日米軍の円滑な駐留の確保 
 

我が国は、①日米安保体制の信頼性の一層の向上のための
努力、②テロとの闘いに取組む米軍等に対するテロ対策特別
措置法に基づく支援や、弾道ミサイル防衛に関する日米共同
技術研究の推進等の日米間の安全保障面での協力強化、③米
軍施設・区域周辺住民等に生じている様々な負担をできる限
り軽減し、在日米軍の円滑な駐留を確保する、といった取組
を行ってきている。こうした取組を通じて、日米同盟関係が
より強化された。 

在日米軍の活動に伴う周辺住民の負担につい
ては、引き続きその軽減に向けて努力していく必
要がある。このために、政策手段に掲げるような
諸措置につき、左記の手段にとどまらず、様々な
努力が必要 

4  経済分野での
協力の推進－
日米経済関係
の緊密化に向
けた取組－ 

No.１に同じ 幅広い分野での
協力の拡充を通じ、
我が国外交の基軸
である日米同盟関
係の維持・強化に努
める（我が国の安全

① 成長のための日米経済パート
ナーシップの運営 

② 個別通商問題への対処 
③ 日米経済関係強化に向けた取
組み 

これら日米経済パートナーシップの運営にかかる活動、
個別の通商問題にかかる活動、日米経済関係強化に向けた
活動を通じて、経済・通商問題全般について、日米間の緊
密な連携・意思疎通の確保及びその維持・発展を図ること
ができた。また、民間も含めた日米経済関係について政府
としても知見を蓄積することができた。以上により、日米

日米両国の経済規模（世界経済全体との比率で
は米国が 30％、日本が 14％。合計で世界全体の
半分に近い）から考えれば、日米経済が共に持続
的・安定的に成長することは、世界経済の成長の
ためにも必要不可欠である。また、最近は、かつ
てのような日米関係自体を悪化させる通商「摩



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

保障の確保、良好な
日米経済関係の維
持・発展を含む。）。 

経済関係の強化・深化が図られ、政策立案を充実すること
ができた。 

擦」は表面化していないが、両国の経済規模の大
きさと両国間の貿易・投資規模の大きさから考え
ても、今後、大きな二国間の係争が表面化する可
能性がないとは言えない。 
したがって、今後とも引き続き上記のように、 
日米間の対話の枠組みを多面的に維持・発展させ
ること、 世界的なルールの中で個別通商問題の処
理に当たること、 日本政府・企業間で日米経済関
係について率直な議論を行い対米経済政策立案に
活かすことは、世界経済全体にとっても、また、
日米関係全般の維持・強化のために経済分野にお
ける「摩擦」の種を早めに摘み取るとの観点から
も、政策的に極めて重要と考えられるので、活動
を継続する必要がある。 

5  その他（政治、
安全保障、経済
分野以外）の協
力の推進 

No.１に同じ 幅広い分野での
協力の拡充を通じ、
我が国外交の基軸
である日米同盟関
係の維持・強化に努
める（我が国の安全
保障の確保、良好な
日米経済関係の維
持・発展を含む。）。 

① 社会保障協定締結準備 
② 日米捜査共助条約締結準備 
③ 司法共助に係る協力 
④ 上記いずれにも属しない協力
（医学協力等）の推進 

社会保障協定締結、捜査共助条約締結準備、司法共助に
かかる協力、医学協力等に関して、日米間で活発に活動を
実施した結果、我が国外交の基軸である日米同盟関係の維
持・強化に貢献することができた。 

・ 日米社会保障協定については、第３回正式交
渉の実施及び最終合意を目指す。 
・ 日米捜査共助条約については、引き続き両国
で作業を鋭意行い、交渉の早期の妥結を目指す。 
・ 日米医学協力については、平成 15 年 12 月に
ダッカでの開催が予定されている汎太平洋新興
感染症国際会議等で協力を進めていく。 

6  相互理解の増
進－人的交流－ 

 No.１に同じ 幅広い分野での
協力の拡充を通じ、
我が国外交の基軸
である日米同盟関
係の維持・強化に努
める（我が国の安全
保障の確保、良好な
日米経済関係の維
持・発展を含む。）。 

① 招へい 
（イ）対先進国招へい 
（ロ）青少年交流 

② 要人・議員その他往来 
③ 非政府組織の活動支援 

米国との間で招へい（対先進国招へい、青少年交流）、要
人・議員その他往来、非政府組織の活動支援等を活発に行っ
た結果、各界での人的交流が活発に行われ、米国との相互理
解が増進された。 
  

対先進国招へい計画については、米国人の対日
理解のさらなる深化・促進、日米関係の一層の発
展のために、引き続き本件招へい計画を継続して
いく必要がある。 
要人・議員その他の往来については、良好な日
米同盟関係のさらなる維持・発展のために、活発
な要人・議員その他の往来は有意義 

7 対中国外交 我が国が展開する
対中国外交政策にお
ける政策目的と政策
手段を整理し、必要
性、有効性、効率性の
観点を参照しつつ、そ
れら目的と手段から
なる政策の体系の適
切性、妥当性を評価す
る。この評価によっ
て、外交政策の立案・

良好な日中関係
（平和と発展のた
めの友好協力）を推
進する。 

① 政治・安全保障分野における協
力の推進 

② 経済分野における協力の推進 
③ その他の協力の推進 
④ 各種交流の推進と相互理解の
促進 

⑤ 対日イメージの向上 

中国との政治・安全保障分野、経済分野、その他の分野
における協力を推進するとともに、各種交流の推進と相互
理解の促進、対日イメージの向上に努めた。 

・ 良好な日中関係の推進（平和と発展のための
友好協力）にとって以上の施策を実施したこと
は効果的であった。 
・ №８から№12 まで参照 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

決定、実施過程の透明
性を高め、また、我が
国国民に対する外務
省の説明責任を果た
す。 

8  政治・安全保障
分野における協
力の推進 

No.７に同じ 良好な日中関係
の推進（平和と発展
のための友好協力） 

① 首脳・閣僚レベルの往来 
② 各種協議（日中外交当局間協
議、日中安保対話、九州南西海域
不審船事案に関する協議、領事協
力の枠組みに関する協議等） 

③ 防衛交流の推進 

中国との首脳・閣僚レベルの往来、日中外交当局間協議、
日中安保対話、九州南西海域不審船事案に関する協議、領
事協力の枠組みに関する協議等の各種協議の実施、防衛交
流の推進等の施策を実施した結果、中国との間の相互理
解・相互信頼が増進され、政治・安全保障分野における協
力が推進された。 

靖国参拝問題、瀋陽総領事館事件の発生等にも
かかわらず、日中指導者及び当局者の間で間断な
き対話を実施。個別問題の解決をもたらした。政
治・安全保障面での日中間の対話を深めていくこ
との重要性にかんがみ、各種協議において、国際
情勢を含む一層幅広い事項について意見交換を行
うように努めていくことが必要 

9  経済分野にお
ける協力の推進 

No.７に同じ 良好な日中関係
の推進（平和と発展
のための友好協力） 

① 中国経済の情勢分析 
② 日中経済関係の適切な処理 
③ 各種協定の効果的な実施 
④ トキ保護のための協力 

中国経済の情勢分析を踏まえ、日中経済パートナーシッ
プ協議を創設し、日中間の貿易・投資に関する紛争等の早
期発見・未然防止という観点から意見交換を行う等、日中
経済関係を適切に処理したほか、各種協定に基づく協議の
効果的な実施、トキ保護のための協力等の施策を実施した
結果、経済分野における協力が推進された。 

中国の経済発展を「脅威」としてとらえるので
はなく、我が国にとって「好機」「挑戦」ととらえ、
日中間の経済関係を双方にメリットのある形でさ
らに発展させていくことが重要 
日中経済パートナーシップ協議等をはじめとす
る各種対話を積極的に推進しつつ問題の早期発見
及び未然防止に努める必要がある。 

10  その他（政治・
安全保障、経済
分野以外）の協
力の推進 

No.７に同じ 良好な日中関係
の推進（平和と発展
のための友好協力） 

① 取締機関の意思疎通・協力強
化 
（日中治安当局間協議、集団密
航・不法入国者問題への対応） 

② 過去の戦争に係る諸問題の処
理 
（中国遺棄化学兵器処理事業、
中国残留邦人等関係業務への支
援） 

日中治安当局間協議等を通じた両国関係当局間の協力強化
により、集団密航・不法入国者取締り等にかかる意思疎通
を強化したほか、中国遺棄化学兵器、中国残留邦人等関係
業務への支援等、過去の戦争に係る問題についても、日中
協力を順調に進めた結果、政治・安全保障、経済以外の分
野における協力が推進された。 

日中間の経済関係の深化や人的往来の活発化に
伴い、今後とも、不法入国者、在日中国人犯罪等
の問題は継続していくものと思われ、日頃から、
取締機関の意思疎通・協力強化に努めていくこと
が極めて重要 
過去の問題については、中国遺棄化学兵器処理
事業のように日中両国の共同作業として前向き
に取り組んでいる例もあり、今後とも、こうした
積極面を強化していくことが極めて重要 

11  各種交流の推
進と相互理解の
促進 

 No.７に同じ 良好な日中関係
の推進（平和と発展
のための友好協力） 

① 「日本年」、「中国年」（日中国
交正常化 30 周年記念事業の推
進） 

② 各種招へい（青年招へい、中堅
指導者招へい、オピニオンリーダ
ー招へい、改革・開放支援招へい
等） 

③ 青少年交流 
④ 日中知的交流支援事業 
⑤ 日中友好 21 世紀委員会 

両国国民から多くの参加を得つつ、日中国交正常化 30 周
年に係る記念事業（平成 14 年「日本年」「中国年」）を実施
（中国からの 5000 人訪日団、日本からの１万 3000 人訪中
団等）したほか、各種招へい、青少年交流、日中交流知的
支援事業、日中友好 21 世紀委員会準備会合等の施策を実施
した結果、各種交流が推進され、日中間の相互理解が促進
された。 

中国では、日本の現状に対する理解が今なお不
足しており、引き続き、より多くの中国人を招へ
いし、我が国の実状を直接見聞してもらうこと
は、客観的な対日観の形成・知日派の育成の上で、
極めて重要 

12  対日イメージ
の向上 

 No.７に同じ 良好な日中関係
の推進（平和と発展
のための友好協力） 

① 情報発信、広報の強化 
② 日本文化紹介事業の強化 

本省及び在外公館の情報発信・広報及び日本文化紹介事
業の強化等を実施した結果、中国における対日イメージ向
上に対して一定の役割を果たすことができた。 

将来を担う中国若年層の日本に対する関心を一
層高める必要があり、幅広いジャンルにわたる日
本文化紹介は知日派・親日派の形成に効果的であ
る。 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

13 対韓国外交 我が国が展開する対
韓国外交政策における
政策目的と政策手段を
整理し、必要性、有効
性、効率性の観点を参
照しつつ、それら目的
と手段からなる政策の
体系の適切性、妥当性
を評価する。この評価
によって、外交政策の
立案・決定、実施過程
の透明性を高め、また、
我が国国民に対する外
務省の説明責任を果た
す。 

未来志向の日韓
関係の推進 

① 間断なき対話と友好協力関係
の増進 

② 国際社会の平和と安全のため
の日韓協力 

③ 経済分野における協力の推進 
④ グローバルな問題に関する協
力の強化 

⑤ 過去に起因する問題への対応 
⑥ 領土問題への対応 

サッカーＷ杯の際の両国首脳の往来、平成 15 年２月の小
泉総理の盧武鉉韓国大統領就任式出席と日韓首脳会談を始
め、平成 14 年度も日韓間の要人往来が活発になされた。Ｗ
杯の日韓共催が行われた平成 14 年は日韓国民交流年でも
あり、日韓間の民間交流も活性化した。経済分野において
も、ＷＴＯにおける協力、日韓ハイレベル経済協議、自由
貿易協定（ＦＴＡ）に関する産官学研究等、両国の協力が
推進された。また、日韓逃亡犯罪人引き渡し条約の締結や
薬物問題対策に関する協力等グローバルな問題に関する協
力の強化もみられた。 

・ これらの外交施策、外交努力を通じて平成 14
年度は未来志向の日韓関係がより一層推進さ
れたと評価できる。 
・ №14 から№19 まで参照 

14  間断なき対話
と友好協力関
係の増進 

No.13 に同じ 未来志向の日韓
関係の推進 

① 要人往来 
② 日韓閣僚懇談会 
③ 日韓議員交流 
④ 日韓外交官交流 
⑤ 各種招へい事業 
⑥ Ｗ杯及び日韓国民交流年にお
ける交流事業の推進 

⑦ 恒久的査証免除へ向けた協議
継続 

韓国との要人往来、日韓議員交流、各種招へい事業、Ｗ
杯及び日韓国民交流年における交流事業の推進、恒久的査
証免除へ向けた協議の継続を図り、日韓友好協力関係が増
進された。 

韓国新政権と引き続き良好な日韓関係を構築
し、北朝鮮問題に対しては引き続き日韓米の連携
を強化していくことが必要である。 

15  国際社会の平
和と安全のた
めの日韓協力 

No.13 に同じ 未来志向の日韓
関係の推進 

① 日韓安保対話、防衛交流の促
進 

② 多国間の地域安全保障対話に
おける協力 

③ 東ティモールＰＫＯにおける
協力 

④ 対北朝鮮政策に関する日韓米
の政策協調 

⑤ 南北関係の改善のための協力 

日韓二国間では、平成 10 年の「21 世紀に向けた新たな日
韓パートナーシップ宣言」に基づき引き続き防衛交流を促進
するとともに、地域安全保障対話における協力や東ティモー
ルにおけるＰＫＯ協力等、様々な交流・協力を通じて相互理
解を深め、両国の友好関係をより強固なものとし得た。また、
北朝鮮を巡っても、北朝鮮に関する日韓米三国調整グループ
（ＴＣＧＯ）を始め、日米韓での緊密な連携がなされた。 

今後も、引き続き日韓間の防衛交流の促進を図
ると共に、多国間の地域安全保障対話における協
力を図っていく方針である。 

16  経済分野にお
ける協力の推進 

No.13 に同じ 未来志向の日韓
関係の推進 

① ＷＴＯにおける協力 
② 日韓ハイレベル経済協議 
③ 日韓投資促進 
④ 日韓漁業関係の調整 
⑤ 日韓産業技術協力 
⑥ 相互承認についての協力 
⑦ ＦＴＡに関する産官学研究 
⑧ 社会保障分野における協力 
⑨ 両国経済人の相互交流 
⑩ 日韓間の航空輸送力の強化 

韓国との間で、ＷＴＯにおける協力、日韓ハイレベル経
済協議、日韓投資促進、日韓漁業関係の調整、日韓産業技
術協力、相互承認についての協力、ＦＴＡに関する産官学
研究、社会補償分野における協力、両国経済人の相互交流、
日韓間の航空輸送力の強化といった事業を実施した結果、
日韓投資協定の発効、日韓社会保障協定の交渉開始、日韓
ＦＴＡに関する研究、日韓相互承認の可能性検討のための
専門家会合等日韓経済関係のルールづくりが進展し、産業
技術協力や経済人の相互交流等産業界の交流が進展する
等、日韓間の経済分野における協力は推進された。 

韓国との経済分野における協力を推進するた
め、引き続き、ＷＴＯにおける協力、日韓ハイレ
ベル経済協議、日韓漁業関係の調整、日韓産業技
術協力、相互承認についての協力、ＦＴＡ（自由
貿易協定）に関する産官学研究、社会保障分野に
おける協力、両国経済人の相互交流といった事業
を継続する。 
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17  グローバルな
問題に関する協
力の強化 

No.13 に同じ  未来志向の日韓
関係の推進 

① 環境分野における協力 
② 日韓逃亡犯罪人引き渡し条約
の締結 

③ 国際組織犯罪への対処 

平成 14 年６月、「犯罪人引き渡しに関する日本国と大韓
民国との間の条約」が発効、平成 15 年３月、ソウルにおい
て第 17 回麻薬・覚醒剤関係日韓連絡会議が開催等、国境を
越えた犯罪に対してより一層緊密な協力がなされた。 

― 

18  過去に起因す
る問題への対応 

 No.13 に同じ 未来志向の日韓
関係の推進 

① 在日韓国人の法的地位の問題
（地方参政権問題等）への対応 

② 在サハリン「韓国人」問題へ
の対応 

③ 各種訴訟の対応 

 在日韓国人の法的地位の問題（地方参政権問題等）、在サ
ハリン「韓国人」問題、外務省がかかわる各種訴訟について
韓国側、関係省庁及び関係機関と連携しつつ協力した結果、
過去に起因する問題に対して誠実に対応できた。 

在サハリン韓国人については未来志向の日韓関
係の推進に寄与すべく今後とも可能な支援を継続
していく。 

19  領土問題（竹島
問題についての
我が国の正当性
の主張） 

 No.13 に同じ 未来志向の日韓
関係の推進 

竹島を巡る問題についての関連
資料整備 

竹島は、歴史的事実に照らしても、かつ国際法上も明ら
かに我が国の領土であるというのが我が国の一貫した立場
であり、このような立場に基づき、韓国側にあらゆる機会
をとらえて我が方の立場を申し入れる等、粘り強い外交努
力を継続している。 

今後も、問題解決のために、冷静に、かつ粘り
強く外交努力を続けていく考え。 

20 対北朝鮮政策 我が国が展開する対
北朝鮮外交政策におけ
る政策目的と政策手段
を整理し、必要性、有
効性、効率性の観点を
参照しつつ、それら目
的と手段からなる政策
の体系の適切性、妥当
性を評価する。この評
価によって、外交政策
の立案・決定、実施過
程の透明性を高め、ま
た、我が国国民に対す
る外務省の説明責任を
果たす。 

日朝関係の推進
を図っていく。 

① 日朝国交正常化交渉 
② 日朝間の諸懸案の解決 
③ 人道問題への対応 
④ 各国との連携・調整 
⑤ ＫＥＤＯ（朝鮮半島エネルギ
ー開発機構） 

平成 14 年 9月 17 日、小泉総理が平壌を訪問し、日朝首脳
会談が行われ日朝平壌宣言に署名し、それに基づき 10 月 29
日から 30 日の間には、日朝国交正常化交渉第 12 回本会談が
開催されるなど、平成 14 年秋には日朝関係の一定の進展が
みられた。特に拉致問題では、金正日国防委員長が拉致を認
め、10 月には５人の被害者が帰国するなどの進展がみられ
たものの、事実解明や５名の被害者家族の帰国問題等、未解
決の問題が残されている。また、北朝鮮の核関連施設の凍結
解除、核拡散防止条約（ＮＰＴ）脱退表明、黒鉛減速実験炉
の再稼働等、北朝鮮の核兵器開発問題に対し我が国は、米国
や韓国をはじめ関係国や関係国際機関と緊密に連携しなが
ら、問題の平和的解決のため努力を重ねてきた。 

・ 今後も北朝鮮に対し、問題の平和的解決に向
け前向きな対応をするよう、関係国や関係国際
機関と緊密に連携しつつ粘り強く働きかけて
いく考え。 
・ №21 から№25 まで参照 

21  日朝国交正常
化 

No.20 に同じ 日朝関係の推進
及び対北朝鮮政策
における各国との
連携・協調 

① 日朝国交正常化交渉の準備・
開催・フォローアップ 

② 北朝鮮政府との非公式協議 

日朝国交正常化交渉第 12 回本会談において、日本側は、
拉致問題、核問題を始めとする安全保障上の問題を最優先課
題として臨み、協議においては、これらの問題について特に
時間をかけて議論を行った。北朝鮮側は、国交正常化交渉に
おいては、正常化それ自体及び経済協力が中核的問題である
としつつも、日朝平壌宣言に従い、懸案問題について解決す
る必要があるという点については意見の一致があった。 

日朝国交正常化交渉については、北朝鮮側は拉
致問題および核問題をはじめとする安全保障上
の問題を巡って問題が複雑になっている状況下
で、これらを行う雰囲気は整っていないとしてお
り、これらの協議の実施は困難な状況にある。た
だし、日朝間では、日朝平壌宣言にしたがって国
交正常化交渉を進め、その中で諸懸案の解決を図
っていく点では一致しており、我が国としては、
引き続き、北朝鮮側に対し、諸懸案の解決のため、
米韓をはじめとする関係国や関係国際機関とも
緊密に協力しつつ、前向きな対応を粘り強く求め
ていく考えである。 

22  日朝間の諸懸
案の解決 

No.20 に同じ 日朝関係の推進
及び対北朝鮮政策

① 拉致問題の解決 
② 北朝鮮の核兵器開発問題の解

北朝鮮を巡る諸問題に関して以下のような動きが見られ
た。拉致問題に関しては、日朝首脳会談において、金正日

我が国としては、日朝平壌宣言に基づき、拉致
問題や安全保障上の問題を解決し、国交正常化を



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

における各国との
連携・協調 

決 
③ ミサイル問題の解決 
④ 「過去の清算」の問題の解決 

国防委員長が拉致を認め、平成 14 年 10 月には、拉致被害
者５名が帰国したが、その被害者の家族の帰国は実現して
おらず、またその他の拉致被害者の全容を北朝鮮側は明ら
かにしていない。北朝鮮の核器兵開発問題に関しては、問
題の平和的解決を求める国際社会の一致した要求にもかか
わらず、北朝鮮は前向きな対応をとっていない。ミサイル
問題に関しては、日朝平壌宣言において、北朝鮮はミサイ
ル発射のモラトリアムを平成15年以降もさらに延長してい
く意向を表明した。以上のように、これらの諸問題は依然
解決に至っておらず、我が国としては、今後とも問題の平
和的解決を、北朝鮮に対し粘り強く働きかけていく考えで
ある。 

実現していくとの方針に変更はなく、今後とも諸
問題の平和的解決を、北朝鮮に対し粘り強く働き
かけていく考え。 

23  人道問題への
対応 

 No.20 に同じ 日朝関係の推進
及び対北朝鮮政策
における各国との
連携・協調 

① 日朝赤十字会談の開催 
② 日本人配偶者の故郷訪問 
③ 在北朝鮮被爆者の援護問題 
④ 食糧支援 

日朝赤十字会談を開催するとともに、同会談上、日本人
配偶者の故郷訪問事業の再開について合意するとともに、
在北朝鮮被爆者支援についても取り上げた。また、在北朝
鮮被爆者支援については、日朝局長級協議においても取り
上げた。ただし、北朝鮮の人道問題については、日朝関係
全般の中で判断すべきであるとともに、現在進行中の案件
であるところ、現時点で具体的な評価を行うことは困難で
ある。 

北朝鮮を巡っては、拉致問題をはじめとする人
道上の問題や、核・ミサイル問題等の安全保障上
の問題といった難しい問題が存在しており、北朝
鮮に関する人道問題についても、日朝関係全般の
中で検討すべきであり、今後も、人道上の考慮に
加え、種々の要素を総合的に勘案して検討してい
く必要がある（ただし、これらは現在進行中の案
件であるため、現時点で具体的な評価を行うこと
は困難である。）。 

24  各 国 と の 連
携・調整（ＴＣ
ＯＧ） 

 No.20 に同じ 日朝関係の推進
及び対北朝鮮政策
における各国との
連携・協調 

北朝鮮問題に関する日米韓三ヶ
国調整グループ（ＴＣＯＧ） 

北朝鮮に関する日韓米三国調整グループ（ＴＣＯＧ）は平
成 14 年度には５回開催され、北朝鮮政策における日米韓三
か国の連携の重要性を確認し、強化してきた。 

我が国としては、今後とも関係国や関係国際機
関と緊密に連携し、北朝鮮に対して前向きな対応
を求めていく考えである。 

25  ＫＥＤＯ（朝鮮
半島エネルギ
ー開発機構） 

 No.20 に同じ 日朝関係の推進
及び対北朝鮮政策
における各国との
連携・協調 

① 朝鮮半島エネルギー開発機構
（ＫＥＤＯ）事務局との調整 

② 理事会メンバーとの連携・調
整 

③ 国内官庁等との調整 

平成 14 年 10 月、北朝鮮によるウラン濃縮プログラムが
明らかとなったが、ＫＥＤＯ事務局や理事会メンバー（日、
米、韓、ＥＵ）との連携・調整を精力的に行った結果、同
年 11 月のＫＥＤＯ理事会声明においては、特に重油供給に
ついて 12 月より停止することが確認された。平成 15 年１
月、北朝鮮はＮＰＴの脱退を表明する等一連の措置をとっ
ているが、理事会メンバーは、情勢を注視するとともに緊
密に連携をとってきている。 

ＫＥＤＯの今後の対応については、北朝鮮の核
問題を巡る事態がさらに悪化した場合の対応策を
含め、引き続き理事会メンバーと緊密に連携して
いく。 

26 対露外交 我が国が展開する対
露外交政策における政
策目的と政策手段を整
理し、必要性、有効性、
効率性の観点を参照し
つつ、それら目的と手
段からなる政策の体系
の適切性、妥当性を評
価する。この評価によ
って、外交政策の立

日露関係の幅広
い進展に努めると
ともに、北方領土問
題を解決して平和
条約を締結し、日露
関係の完全な正常
化を図る。 

① 平和条約締結問題への取組 
② 経済分野における協力の推進 
③ 国際舞台における協力の推進 
④ 政治対話の積極的な実施 
⑤ 相互理解の増進（人的交流・
文化交流） 

真に安定的な日露関係を構築することは日露両国の利益
にかなうのみならず、北東アジア地域の平和と安定に寄与
するものであるとの認識の下、幅広い分野で日露関係を全
体として前進させるべく実績が積み重ねられた。特に平成
15 年１月の小泉総理の公式訪露の際には、「日露行動計
画」を採択し、今後６つの柱を中心として日露関係を幅広
く進展させていくことが合意された。 

・ 今後は、幅広い分野で日露関係を進展させて
いく中で、それぞれの分野が互いに肯定的な相
互作用を及ぼし合う中で、北方領土問題につい
ても前進を図っていくことが重要である。 

・ №27 から№31 まで参照  
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案・決定、実施過程の
透明性を高め、また、
我が国国民に対する外
務省の説明責任を果た
す。 

27  平和条約締結問
題への取組（条
約交渉、北方領
土問題解決に向
けた環境整備） 

No.26 に同じ 幅広い分野での
日露関係の発展に
努めるとともに、北
方領土問題を解決
して平和条約を締
結し、日露関係の完
全な正常化を図る。 

① 平和条約締結問題日露合同委
員会、次官級協議（国境画定委
員会、共同経済活動委員会） 

② 四島交流・自由訪問・墓参 
③ 世論啓発事業 
④ 北方四島住民支援 

日露首脳会談（２回）、日露外相会談（５回）、日露次官
級協議（１回）の開催等を通じて、精力的な平和条約交渉
が行われ、交渉の進展を目指して粘り強い努力が続けられ
た。同時に、平和条約締結問題に関する世論啓発、四島交
流（訪問 14 回計 662 人、受入８回計 349 人）・自由訪問（４
回計 186 人）・墓参（３回計 122 人）が実施され、平和条約
締結問題の解決に向けた環境整備が進められた。 

「日露行動計画」をいかにして具体化していく
かが課題である。 

28  経済分野にお
ける協力の推
進 

 No.26 に同じ 幅広い分野での
日露関係の発展に
努めるとともに、北
方領土問題を解決
して平和条約を締
結し、日露関係の完
全な正常化を図る。 

① 貿易経済政府間委員会 
② 科学技術委員会 
③ 環境委員会 
④ 漁業交渉 
⑤ 密漁対策 
⑥ エネルギー分野の協力 
⑦ 航空 
⑧ 対露支援 

日露貿易経済政府間委員会の第６回会合が行われたこと
を始めとし幅広い分野において政府間協力の枠組みが活発
に機能しており、同時にエネルギー分野、貿易投資促進等
の分野において新たな協力の具体化に向けた作業も進展し
た。全体として経済分野での日露協力が大きく進展した。
支援委員会の廃止後の日本センター事業の継続等、対露支
援の新スキームへの移行作業が大きく進展した。 

「日露行動計画」をいかにして具体化していく
かが課題である。 

29  国際舞台にお
ける協力の推進 

 No.26 に同じ 幅広い分野での
日露関係の発展に
努めるとともに、北
方領土問題を解決
して平和条約を締
結し、日露関係の完
全な正常化を図る。 

 国際問題や地域情勢に関する協
議 

北朝鮮、イラクといった喫緊の問題について、首脳・外
相レベルも含め、種々の機会に協議が行われたほか、事務
レベルでもテロ問題、地域情勢等につき計４回の協議が行
われた。 

「日露行動計画」をいかにして具体化していく
かが課題である。 

30  政治対話の積
極的な実施 

 No.26 に同じ 幅広い分野での
日露関係の発展に
努めるとともに、北
方領土問題を解決
して平和条約を締
結し、日露関係の完
全な正常化を図る。 

① 首脳会談 
② 外相会談 
③ 事務レベル協議 

首脳レベル３回、外相レベル５回と、あらゆる機会をと
らえて会談が行われた。特に平成 15 年１月には小泉総理の
公式訪露が行われ、日露関係のこれまでの成果をとりまと
め、今後の協力の方向性を示す「日露行動計画」が採択さ
れた。 

「日露行動計画」をいかにして具体化していくか
が課題である。 

31  相互理解の増
進（人的交流・
文化交流） 

 No.26 に同じ 幅広い分野での
日露関係の発展に
努めるとともに、北
方領土問題を解決
して平和条約を締
結し、日露関係の完
全な正常化を図る。 

① 招へい（オピニオンリーダー、
対先進国、議員） 
② 大型文化事業 
③ 草の根交流事業 

平成 14 年度は 8 件の招へい事業が実施され、ロシア側要
人の我が国への理解を深めるのに役立った。また、平成 15
年度に「ロシアにおける日本文化フェスティバル 2003」を
実施することにつき日露首脳レベルで合意した。 

・ 招へい 
全体的な招へい費用が減少傾向にある中、今
後の日露関係の進展に寄与すると考えられる有
力者を見極めた上で、より効率的に招へい事業
を実施していくことが必要と考えられる。 
・ 大型文化行事 
今後は「フェスティバル」の一環として実施
される個別の事業の成功に向け、日本側関係団
体及びロシア側カウンターパートとの連絡をさ



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

らに密にしていく必要がある。 
・ 草の根交流事業 
モスクワとサンクトペテルブルグ、極東３公
館等、近隣公館との連携を図ることで、ロシア
５公館の間で限られた予算を効果的に活用し、
地方レベルにおける文化交流のより一層の拡大
を図っていく。 
・ 「日露行動計画」をいかにして具体化してい
くかが課題である。 

32 対ＡＳＥＡＮ外交 我が国が展開する対
ＡＳＥＡＮ外交政策に
おける政策目的と政策
手段を整理し、必要性、
有効性、効率性の観点
を参照しつつ、それら
目的と手段からなる政
策の体系の適切性、妥
当性を評価する。この
評価によって、外交政
策の立案・決定、実施
過程の透明性を高め、
また、我が国国民に対
する外務省の説明責任
を果たす。 

東アジアにおけ
る各種地域協力の
強化 

① 日・ＡＳＥＡＮ間の地域協力
（小泉総理の「５つの構想」の推
進等） 

② ＡＳＥＡＮ＋３の枠組みを通
じた地域協力 

③ 日中韓の枠組みを通じた地域
協力 

④ 地域国際機関を通じた地域協
力 

日・ＡＳＥＡＮ間の地域協力、ＡＳＥＡＮ＋３の枠組み
を通じた地域協力、日中韓の枠組みを通じた地域協力及び
地域国際機関を通じた地域協力の実施により、東アジアに
おける各種地域協力の強化を実現した。 

№33 から№36 まで参照 

33  日・ＡＳＥＡＮ
間の地域協力
（小泉総理の
「５つの構想」
の推進等） 

No.32 に同じ 東アジアにおけ
る各種地域協力の
強化 

① 小泉総理の「５つの構想」の具
体化 
② 日・ＡＳＥＡＮ総合交流基金へ
の拠出及び事業の提案・実施 

③ 日・ＡＳＥＡＮ学術交流基金へ
の拠出及び事業の提案・実施 

④ 東南アジア諸国連合貿易投資
観光促進センター（国際機関日本
アセアンセンター）の事業及び運
営に対する支援 

①小泉総理の「５つの構想」の具体化、②日・ＡＳＥＡ
Ｎ総合交流基金への拠出及び事業の提案・実施、③日・Ａ
ＳＥＡＮ学術交流基金への拠出及び事業の提案・実施、④
東南アジア諸国連合貿易投資観光促進センター（国際機関
日本アセアンセンター）の事業及び運営に対する支援を通
じて、東アジアにおける各種地域協力の強化を推進するこ
とができた。 

― 

34  ＡＳＥＡＮ＋
３の枠組みを
通じた地域協
力 

No.32 に同じ 東アジアにおけ
る各種地域協力の
強化 

① ＡＳＥＡＮ＋３の枠組みでの
各種会合（首脳会議、外相会議、
財務大臣会議、経済閣僚会議等） 
② 「東アジア・スタディ・グルー
プ（ＥＡＳＧ）」（政府関係者によ
り構成される地域協力研究のた
めの集まり）のＡＳＥＡＮ＋３首
脳会議に報告書を提出 

③ ＡＳＥＡＮ＋３通貨協力（「チ

①ＡＳＥＡＮ＋３の枠組みでの各種会合（首脳会議、外
相会議、財務大臣会議、経済閣僚会議等）、②「東アジア・
スタディ・グループ」（政府関係者により構成される地域協
力研究のための集まり。平成 14 年 11 月のＡＳＥＡＮ＋３
首脳会議に報告書を提出）、③ＡＳＥＡＮ＋３通貨協力（「チ
ェンマイ・イニシアティブ」）の側面支援を通じて、東アジ
アにおける各種地域協力の強化を達成できた。 

― 
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ェンマイ・イニシアティブ」）の
側面支援 

35  日中韓の枠組み
を通じた地域協
力 

No.32 に同じ 東アジアにおけ
る各種地域協力の
強化 

① 日中韓首脳会合 
② 日中韓の枠組みでの閣僚会合
（外相、財務大臣及び経済閣僚） 

③ 日中韓国民交流年の実施 
④ 日中韓経済協力共同研究の側
面支援 

①日中韓首脳会合、②日中韓の枠組みでの閣僚会合（外
相、財務大臣及び経済閣僚）、③日中韓国民交流年の実施④
日中韓経済協力共同研究の側面支援を東アジアにおける各
種地域協力の強化を達成できた。 

日中韓ヤングリーダーズプログラムをはじめと
する日中韓国民交流年の諸施策、首脳会議に提出
した日中韓経済協力共同研究等の施策により、日
中韓３国間協力は一段高いステージに昇華したと
いえる。 
 

36  地域国際機関
を通じた地域
協力 

 No.32 に同じ。 東アジアにおけ
る各種地域協力の
強化 

① 国連アジア太平洋経済社会委
員会（ＥＳＣＡＰ） 

② アジア太平洋開発センター（Ａ
ＰＤＣ） 

①国連アジア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣＡＰ）、②ア
ジア太平洋開発センター（ＡＰＤＣ）への取組を通じ東ア
ジアにおける各種地域協力の強化を達成できた。 

― 

37 対ＥＵ外交  我が国が展開する対
ＥＵ外交政策における
政策目的と政策手段を
整理し、必要性、有効
性、効率性の観点を参
照しつつ、それら目的
と手段からなる政策の
体系の適切性、妥当性
を評価する。この評価
によって、外交政策の
立案・決定、実施過程
の透明性を高め、また、
我が国国民に対する外
務省の説明責任を果た
す。 

統合の深化と拡
大を進め、国際場裡
で重要性を増しつ
つあるＥＵとの間
で、政治面で一層の
関係強化に努める。 

① 「日欧協力の 10 年」の実施 
② 政治対話の着実な実施 
③ 各種協議・協力の推進 
④ 相互理解の増進 

「日欧協力の 10 年」の実施、政治対話の着実な実施、各
種協議・協力の推進、相互理解の増進に努めた結果、ＥＵ
との間で政治面での一層の関係強化が達成された。 

・ これらの施策は、統合の深化と拡大を進め、
国際場裡で重要性を増しつつあるＥＵとの間
で、政治面での一層の関係強化を図る上で効果
的であった。 
・ №37 から№41 まで参照 

38  「日欧協力の
10 年」（平成
13年から10年
間）の実施 

No.37 に同じ 統合の深化と拡
大を進め、国際場裡
で重要性を増しつ
つあるＥＵを中心
とする欧州諸国と
の間で、幅広い関係
強化に努めること。 

「日・ＥＵ協力に関する行動計
画」の実施 
 

「日欧協力の 10 年」を具体化すべく、「日・ＥＵ協力のた
めの行動計画」が着実に実施された。具体的には「日・ＥＵ
交流促進シンポジウム」や日・ＥＣ科学技術協力協定に係る
協議等を実施したほか、日・ＥＵ定期首脳協議やフォローア
ップのための運営グループ会合で同計画の実施状況を確認
した。他方、「日欧協力の 10 年」の認知度を高めるためには、
より広がりのある取組が必要である。 

我が国としては「日欧協力の 10 年」を具体化す
るため、ＥＵとの間で引き続き行動計画を着実に
実施し、その実施状況を随時フォローアップする。
その際に、関係省庁、民間の協力を得つつ、より
広がりのある取組となるように努める。 

39  政治対話の着
実な実施 

No.37 に同じ 統合の深化と拡
大を進め、国際場裡
で重要性を増しつ
つあるＥＵを中心
とする欧州諸国と
の間で、幅広い関係
強化に努めること。 

① 日・ＥＵ定期首脳協議 
② 日・ＥＵトロイカ外相協議 
③ 日・ＥＵトロイカ政務局長 
協議 
④ 日・ＥＵ議員会議の側面支援 

第 11 回日・ＥＵ定期首脳協議、川口大臣とソラナ共通外
交安全保障政策上級代表及びパッテン対外関係担当欧州委
員との会談（電話会談を含む。）、第 23 回日・ＥＵ議員会議
（政府は側面支援）により、政府レベルと議員レベルの双
方において着実に政治対話が進展した。 

日・ＥＵ 間の政治対話は深まりつつあるが、米
国やアジアの近隣諸国等との関係と比較すると依
然として発展させる余地はある。今後も今回の手
段を活用するなどして関係強化に努め、具体的な
協力を一層推進していく必要がある。 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
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40  各種協議・協力
の推進 

 No.37 に同じ 統合の深化と拡
大を進め、国際場裡
で重要性を増しつ
つあるＥＵを中心
とする欧州諸国と
の間で、幅広い関係
強化に努めること。 

① 日・ＥＵトロイカ政策担当者
協議 
② 在京ベースの日・ＥＵトロイ
カ協議 

日・ＥＵトロイカ政策担当者協議や在京ベースの日・Ｅ
Ｕトロイカ協議等各種協議が実施され、日・ＥＵ間の協力
が推進された。 

本件協議は、国際社会の諸問題について、日・
ＥＵの実務担当者レベルで情報・意見の交換を行
うもの。ＥＵは経済面のみならず政治面でも統合
を進めており、各加盟国を越えた外交主体として
存在感を増している。こうした理由から、ＥＵと
の間で政治対話を一層強化していくことが、日・
ＥＵ協議の推進も含め、我が国が効果的に外交政
策を推進していく上で必要 

41  相互理解の増
進（人的交流・
文化交流） 

 No.37 に同じ 統合の深化と拡
大を進め、国際場裡
で重要性を増しつ
つあるＥＵを中心
とする欧州諸国と
の間で、幅広い関係
強化に努めること。 

① 招へい（対先進国招へい他） 
② 日・ＥＵシンポジウム（ワーク
ショップ） 

対先進国招へいや日・ＥＵ交流促進シンポジウムの実施
により、人的・文化的交流が図られ、相互理解が増進され
た。 

日・ＥＵ 双方で様々な活動を紹介し合い、共に
現状を認識し、さらなる進展を議論する場を設け
ることが必要。また、ＥＵ 関係者の対日理解を深
めさせることにより、ＥＵの政策に我が国の立場
を反映させる努力を継続することが必要。そのた
めに引き続き今回の手段を実施していく。 

42 中東和平問題 我が国が展開する対
中東外交政策における
政策目的と政策手段を
整理し、必要性、有効
性、効率性の観点を参
照しつつ、それら目的
と手段からなる政策の
体系の適切性、妥当性
を評価する。この評価
によって、外交政策の
立案・決定、実施過程
の透明性を高め、また、
我が国国民に対する外
務省の説明責任を果た
す。 

我が国の中東政
策における国際的
な発言力の強化及
び中東地域の経済
的発展と安定を実
現する。 

① 中東における公正、永続的かつ
包括的和平の実現に向けての我
が国の取組を目に見える形で内
外に示す。 

② 当事者に対する働きかけ（要人
往来） 

③ 和平努力に対する我が国の支
援姿勢の対外ＰＲ 

④ 関係国との活発な協議の実施 
⑤ 対パレスチナ・周辺国経済支援
の継続 

川口大臣を始めとする我が国要人による中東和平関係国
への訪問を実現し、中東和平プロセスの進展に向けた積極
的な働きかけと協議を実施。特に、平成 14 年７月に設立さ
れたパレスチナ改革タスク・フォースにはメンバー国とし
て参加して積極的にＰＡ（パレスチナ暫定自治政府）改革
支援を行ってきている。こうした支援努力については、パ
レスチナ側、他のドナー諸国から高い評価を受けている。
また、各種談話の発出や外務省ＨＰ等を通じた対外ＰＲを
行っており、中東和平に関して高まる内外の関心にこたえ
るべく努力している。以上を通じて、我が国の中東政策に
おける国際的な発言力の強化及び中東地域の経済的発展と
安定に寄与した。 

・ 中東和平当事国よりは、中東和平プロセスに
我が国が関与することを歓迎する旨の発言がな
されており、今後とも密接な意見交換を行って
いくことにつき賛意が得られている。 
・ №43 から№47 まで参照 

43  中東における
公正、永続的か
つ包括的和平
の実現に向け
ての我が国の
取組を目に見
える形で内外
に示す 

No.42 に同じ 中東地域の経済
的発展と安定化及
び我が国の中東政
策における国際的
な発言力の強化 

① 要人の中東訪問・訪日、談話 
② 内外プレス等を通じた広報 
③ 米 、ＥＵ等関係国との協議等
を通じた政策協調 

④ パレスチナ支援調整会議への
出席 

①要人の中東訪問・訪日、談話、②内外プレス等を通じ
た広報、③米、ＥＵ等関係国との協議を通じた政策協調、
④パレスチナ支援調整会議（ＡＨＬＣ）のほか、国連兵力
引き離し監視隊（ＵＮＤＯＦ）への参加、イスラエル・パ
レスチナ間人物交流の再活性化等の施策を通じ、中東地域
の安定化と中東和平当事者及び関係国に対して中東政策に
おける我が国の発言力を高めることに貢献した。 

中東和平プロセスが停滞する中、日本としても
中東和平の進展に向けて一層の努力が求められて
いる。また、このような状況下にあって、日本と
してどのようなメッセージをどのような形で示す
ことが中東和平の実現と国際社会における発言力
強化を図る上で効果的か検討する必要がある。 

44  当事者に対す
る働きかけ（要
人往来） 

 No.42 に同じ 中東地域の経済
的発展と安定化及
び我が国の中東政
策における国際的
な発言力の強化 

総理・外相その他あらゆるレベ
ルの要人の中東訪問及び訪日 
 

①川口大臣の中東地域訪問、②中東和平関係要人の訪日、
③有馬中東和平問題担当特使の中東地域訪問の施策を通
じ、中東和平当事者及び関係国に対して中東政策における
我が国の発言力を高めることに努めた。 

欧米諸国に比した場合の中東地域との地理的遠
隔性をいかにして克服し、要人往来をさらに活発
化することができるか、要人往来について、国内
手続き上の要請からくる計画性と情勢変化に応じ
た機動性をいかに調和させるかを検討する必要が
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ある。 

45  和平努力に対
する我が国の
支援姿勢の対
外ＰＲ 

 No.42 に同じ 中東地域の経済
的発展と安定化及
び我が国の中東政
策における国際的
な発言力の強化 

談話、内外プレス等を通じた我
が国の立場の積極的広報 
 

①川口大臣による新聞への寄稿、②外務大臣談話及び外
務報道官談話の発出、③政策広報（外国プレス対策）、④外
務省ＨＰの更新によって、中東和平に関して高まる内外の
関心に応えるべく努力した。 

中東和平プロセスがなかなか進展を見せない中
で、いかなるメッセージをどのタイミングで発出
することが、日本の中東和平政策の対外ＰＲを行
う上で効果的であるのか、とくに中東地域のプレ
スに対していかに効率的に広報を行うかを検討す
る必要がある。 

46  関係国との活
発な協議の実
施 

 No.42 に同じ 中東地域の経済
的発展と安定化及
び我が国の中東政
策における国際的
な発言力の強化 

① 関係国要人との各種会談を通
じた政策協調 

② パレスチナ支援調整会議への
出席 

①中東和平関係国要人との各種会談を通じた政策協調、
②パレスチナ支援調整会議（ＡＨＬＣ）への出席、その他
日・パレスチナ閣僚級政治協議、合同委員会の開催等の施
策を通じ、中東地域の安定化と中東和平当事者及び関係国
に対して中東政策における我が国の発言力を高めるため努
力した。 

いかにして中東和平関係国要人とのハイレベル
の協議を実現していくか。 

47  対 パ レ ス チ
ナ・周辺国経済
支援の継続 

 No.42 に同じ 中東地域の経済
的発展と安定化及
び我が国の中東政
策における国際的
な発言力の強化 

① パレスチナ支援調整会議への
出席 

② パレスチナ暫定自治政府（Ｐ
Ａ）改革支援タスク・フォース
への積極的な参加 

③ 二国間経済協力の実施 

① ＡＨＬＣへの出席、②ＰＡ改革タスク・フォースへの
積極的な参加、③二国間経済協力の実施、その他要人往来
等の施策を通じ、中東地域の経済的発展と安定化及び関係
国に対して中東政策における我が国の発言力を高めるため
努力した。 

現地の治安情勢悪化により、邦人の派遣を伴う
インフラ整備の支援プロジェクトの実施が困難。
また、国際機関を通じた支援もプロジェクトの遅
延、中断等の問題が生じている。一方で２年半に
もわたる衝突でパレスチナ自治区の支援ニーズは
高まっており、係る治安状況下においても高いプ
ロジェクト実施能力をもった国際機関、ＮＧＯ、
地方自治体等を通じた支援を行っていくことにつ
いても検討することが適当 

48 対アフガニスタン外
交 

我が国が展開する対
アフガニスタン外交政
策における政策目的と
政策手段を整理し、必
要性、有効性、効率性
の観点を参照しつつ、
それら目的と手段から
なる政策の体系の適切
性、妥当性を評価する。
この評価によって、外
交政策の立案・決定、
実施過程の透明性を高
め、また、我が国国民
に対する外務省の説明
責任を果たす。 

アフガニスタン
における平和と安
定を実現する。 

① 緊密な協議の実施を通じた二 
国間関係の強化 

② 和平・復興支援の実施 
③ アフガニスタン周辺国を含む
関係国・国際機関との緊密な協
議・協力 

④ 相互理解の増進 

我が国とアフガニスタンとの要人往来は活発化し、平成
15 年２月にはカルザイ大統領が訪日するなど二国間関係は
強化されている。また、我が国は、アフガニスタンの復旧・
復興のため、これまでに約3億8000万ドルの支援を実施し、
復興に向けた効果が現れているが、本格的な効果の発現に
は継続的な支援とそのための更なる時間が必要である。ま
た、これらの支援を行うに当たっては、我が国が単独で行
うのではなく、国際機関、ＮＧＯや、関係各国との連携を
行っており、支援の迅速化・効率化に努めている。国内外
で積極的な広報に努めた結果、相互理解は深まりつつある。 

・ 各施策を実施したことは、アフガニスタンの
平和と安定の実現にとって、効果的であった。 
・ №48 から№52 まで参照 

49  緊密な協議の
実施を通じた
二国間関係の
強化 

No.48 に同じ アフガニスタン
における平和と安
定の実現 

① 要人往来 
② 二国間協議 
③ 国連等、国際場裡における緊
密な連絡 

平成 14 年度は、活発な要人往来及び右機会を活用した協
議が行われた。また、14 年７月にはカブールでＪＩＣＡ駐
在員事務所が開所し、12 月には在京アフガニスタン大使館
が５年ぶりに再開する等、両国ともに関係強化へ向けた体
制整備が進められた。以上の取組の結果、日・アフガニス
タン二国間関係は、かつてないほど強化・緊密化している。 

アフガニスタンを再びテロの温床とせず、我が
国の平和と繁栄に直結しているこの地域の平和と
安定を得るためにもアフガニスタンの平和と安定
が重要。我が国とアフガニスタンとの二国間関係
を強化し、アフガニスタンを支援していくことは、
この目的を達成する上で必要な施策 
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50  和平・復興支援
の実施 

 No.48 に同じ アフガニスタン
における平和と安
定の実現 

① 執行グループ（ＩＧ）会合の
開催 
② 復興運営グループ（ＡＲＳＧ）
会合の開催 

③ アフガニスタン支援グループ
（ＡＳＧ）会合の開催 

④ 迅速な支援の実施 
⑤ 人的貢献 
⑥ ＮＧＯとの連携・協力 

アフガニスタンへの迅速で効果的な支援が実施できた。
こうした和平・復興支援は、アフガニスタンにおける平和
と安定に寄与したと評価できる。本格的な成果の発現には
継続的な支援とさらなる時間が必要である。道路建設、武
装解除、動員解除及び元兵士の社会復帰（ＤＤＲ）、教育、
保健・医療分野等における我が国の支援に対しては、カル
ザイ大統領をはじめとするアフガニスタン側より種々の機
会に謝意が表明されている。これは、我が国の支援がアフ
ガニスタン復興にとり有効であると、アフガニスタン政府
が認識していることの現れである。 

現在の移行政権の基盤は脆弱であり、地方軍閥
が割拠している現状では、和平・復興プロセスの
行方は予断を許さない。アフガニスタンの平和と
安定を確保するためには、これまでの支援は必要
であったし、今後も積極的な支援を継続していく
必要がある。 

51  アフガニスタ
ン周辺国を含
む関係国・国際
機関との緊密
な協議・協力 

 No.48 に同じ アフガニスタン
における平和と安
定の実現 

① 二国間協議・協力 
② 多国間協議（Ｇ８、国連におけ
る協議等・協力） 

米国・サウジアラビアとの３か国共同プロジェクトであ
るカブール・カンダハル間の幹線道路整備、日英共同セミ
ナーの実施、独との間での警察再建にかかる協議、テロ対
策特別措置法に基づく米英等の艦船への給油活動等、積極
的な二国間協議・協力を実施。また、Ｇ８外相声明の発出、
Ｇ８治安会合の開催等、Ｇ８間の協力、行政経費支援にお
ける復興運営グループ会合（ＡＲＳＧ）間の協力等、多国
間協議・協力を実施した。 

アフガニスタンの平和と安定を達成するには、
アフガニスタン国民自身による主体的な努力に
加え、国際社会の努力が結集されることが重要。
平成 14 年１月に東京会議を主催し、復興運営グ
ループ（ＡＲＳＧ）共同議長国である我が国とし
て、今後とも種々の協議を通じ、アフガニスタン
人自身による国造りを支援する国際社会の努力
を結集していく必要がある。 

52  相互理解の増
進 

 No.48 に同じ アフガニスタン
における平和と安
定の実現 

① 世論啓発（内外プレス等を通じ
た我が国の努力及び立場の積極
広報） 

② 文化事業 
③ 招へい 

外務省ＨＰの活用、パンフレット作成、累次講演の実施
等を通じた積極的な世論啓発、文化事業、大統領、外相等
の招へいを通じ、両国の相互理解は深まりつつある。今後
とも継続的な取組が重要である。 

両国の相互理解の増進は、国民の幅広い支持に
支えられた二国間関係の強化に不可欠であり、今
後とも積極的な施策を推進する必要がある。また、
それぞれの施策が永続的に効果を発揮するわけで
はないため、継続的な取り組みが重要である。 

53 アフリカ開発支援 我が国が展開するア
フリカ開発支援政策に
おける政策目的と政策
手段を整理し、必要性、
有効性、効率性の観点
を参照しつつ、それら
目的と手段からなる政
策の体系の適切性、妥
当性を評価する。この
評価によって、外交政
策の立案・決定、実施
過程の透明性を高め、
また、我が国国民に対
する外務省の説明責任
を果たす。 

アフリカ諸国の
オーナーシップと
日本のパートナー
シップに基づくア
フリカ開発を実現
する。 

① アフリカのオーナーシップ発
揮に対する協力 

② アフリカの貧困削減とそのた
めの成長に対する協力 

③ 日アフリカ間民間交流の強化
と対アフリカ支援への我が国に
おける世論喚起 

①アフリカのオーナーシップ発揮に対する協力、②アフ
リカの貧困削減とそのための成長に対する協力、及び③日
アフリカ間民間交流の強化と対アフリカ支援への我が国に
おける世論喚起を総合的に実施した結果、アフリカ諸国の
オーナーシップと日本のパートナーシップに基づくアフリ
カ開発が着実に前進した。 

・ 強固な協力関係を継続的に維持することによ
って、各種の国際的なフォーラムにおいてアフ
リカ諸国との広範な協力が実現可能となってい
ることからも、これらの施策を実施したことは
効果的であった。 
・ №54 から№56 まで参照 

54  アフリカのオ
ーナーシップ
（自助努力）発
揮に対する協
力 

No.53 に同じ アフリカ諸国の
オーナーシップ（自
助努力）と日本のパ
ートナーシップに
基づくアフリカ開

① 開発に関する国際社会とアフ
リカの間の政策対話の推進（アフ
リカ開発会議ＴＩＣＡＤⅢの開
催に向けた準備、Ｇ８プロセスに
おけるアフリカに関する行動計

①開発に関する国際社会とアフリカの間の政策対話の推
進（アフリカ開発会議ＴＩＣＡＤⅢの開催に向けた準備、
Ｇ８プロセスにおけるアフリカに関する行動計画作成への
貢献）、②南南協力の推進（アフリカにおける域内協力への
支援、アジア・アフリカ協力への支援）、及び③アフリカ独

・ 「日本とアフリカとの連携－具体的行動－」
を踏まえつつ、引き続きＴＩＣＡＤ、Ｇ８の枠
組みの下でＮＥＰＡＤを支援することが重要 

・ 特に、15 年９月末開催予定のＴＩＣＡＤの成
功のため、政府内外、関係国、関係国際機関と



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

発 画作成への貢献） 
② 南南協力の推進（アフリカにお
ける域内協力への支援、アジア・
アフリカ協力への支援） 

③ アフリカ独自の開発イニシア
ティヴの慫慂（「アフリカ開発の
ための新パートナーシップ（ＮＥ
ＰＡＤ）」の推進への協力） 

自の開発イニシアティヴの慫慂（「アフリカ開発のための新
パートナーシップ（ＮＥＰＡＤ）」の推進への協力）を総合
的に実施した結果、アフリカのオーナーシップ発揮に対す
る協力が着実に進展した。 

の連携関係を一層発展させる。 
・ 南南協力についてはアフリカ域内で相対的に
開発の進んだ国の知見技術リソースを活用し
て、我が国との三角協力を推進することを検討
すること等が必要 
以上の諸点を十分考慮しながら、政策を継続し
ていく。 

55  アフリカの貧
困削減とその
ための成長に
対する協力 

 No.53 に同じ アフリカ諸国の
オーナーシップ（自
助努力）と日本のパ
ートナーシップに
基づくアフリカ開
発 

① 経済開発分野における東京行
動計画実現に向けた協力 

② 開発の基盤となる紛争予防、
良い統治の実現に向けた協力
（アフリカの地域機関、準地域
機関による紛争予防の取り組み
の支援、国際社会によるアフリ
カの紛争予防への取組みの支
援） 

①経済開発分野における東京行動計画に向けた協力及び
②開発の基盤となる紛争予防、良い統治の実現に向けた協
力（アフリカの地域機関、準地域機関による紛争予防の取
組への支援、国際社会によるアフリカの紛争予防の取組へ
の支援）を総合的に実施した結果、アフリカの貧困削減と
そのための成長に対する協力が着実に進展した。 

・ ５年間で 900 億円程度の無償資金協力」との
目標達成に向けた着実な事業実施を行う。 
・ 小泉総理、川口大臣も強調している通り、我
が国はアフリカにおける「平和の定着」を重視
しており、ＴＩＣＡＤでも重要な議題として取
り上げる。 
・ 今後は、特定国のおかれている状況と援助ニ
ーズの分析をさらにきめ細かく行っていく。例
えば、最近紛争が終結し、支援の必要の高いア
ンゴラについては、平成 15 年２月に帰還難民及
び国内避難民向け食糧支援等の可能性を調査す
るための「平和構築ミッション」を派遣してい
る。 
以上の諸点を十分考慮しながら、政策を継続し
ていく。 

56  日アフリカ間
民間交流の強
化と対アフリ
カ支援への我
が国における
世論喚起 

 No.53 に同じ アフリカ諸国の
オーナーシップ（自
助努力）と日本のパ
ートナーシップに
基づくアフリカ開
発 

交流事業を通じた我が国世論の
喚起 

交流事業を通じた我が国世論の喚起を実施した結果、
日・アフリカ間民間交流の強化と対アフリカ支援への我が
国における世論喚起が図られた。 

ＴＩＣＡＤⅢに向け、アフリカに関する我が国
世論の喚起を図るため開催する「アフリカフェス
タ 2003」の着実な実施（政策は継続） 
 
 

 
57 対中南米外交 我が国が展開する対

中南米外交政策におけ
る政策目的と政策手段
を整理し、必要性、有
効性、効率性の観点を
参照しつつ、それら目
的と手段からなる政策
の体系の適切性、妥当
性を評価する。この評
価によって、外交政策
の立案・決定、実施過
程の透明性を高め、ま
た、我が国国民に対す
る外務省の説明責任を

中南米地域との
友好協力関係の維
持・発展を図る。 

① 経済関係強化の取組（含地域経
済統合への対応） 

② 政治・経済分野などでの対話・
協力の促進（二国間問題、国際問
題等） 

③ 中南米地域の中長期的安定へ
の協力 

④ 官・民による人的交流の拡充、
情報伝達の拡大（含マス・メディ
ア） 

中南米地域との経済関係強化の取組、政治・経済分野での
対話・協力の促進、中長期的安定への協力及び官民による人
的交流の拡充等により、幅広い分野での日・中南米関係の進
展に努めた。 

・ 各施策を実施した結果、それぞれの施策は有
効であり、総合的にみて、同地域との友好協力
関係の維持・発展がはかられた。 
・ №58 から№61 まで参照 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

果たす。 
58  経済関係強化

の取組（含：地
域経済統合へ
の対応） 

 No.57 に同じ 中南米地域との
友好協力関係の維
持・発展 

① 政府間協議〔日・メルコスー
ル高級事務レベル協議、日・墨
共同研究会（産・官・学）〕 

② 民間セクター支援 
（民間二国間経済委員会への協
力、中南米資源フォーラム開催） 

中南米地域諸国及びメルコスール等の地域経済統合体と
の経済協議を実施し、メキシコと経済連携協定の締結交渉
を開始した結果、同地域諸国及び地域経済統合体等との相
互理解が増進されるとともに経済関係が強化された。 

・ 日・メキシコ二国間経済連携強化のための協
定：平成 14 年 11 月より本交渉を開始し、でき
る限り早期（開始後１年程度を目標）に交渉を
実質的に終了させる予定 
・ カリブ展日・カリコム間の経済交流促進のた
め、国際食品・飲料展等の機会を利用して今後
ともカリコム諸国の産品を我が国関係者に紹介
する事業を支援していく必要がある。今後、両
者の貿易関係者が、我が国専門家の調査報告を
もとに、経済交流促進のための施策について議
論を行う場を設けることを検討していく必要が
ある。 

59  政治・経済分野
な ど で の 対
話・協力の促進
（二国間問題、
国際問題等） 

 No.57 に同じ 中南米地域との
友好協力関係の維
持・発展 

① 二国間政策協議（ブラジル、
アルゼンチン、チリ、キューバ） 

② 多国間協議（東アジア・ラテ
ンアメリカ協力フォーラム、
日・中米フォーラム、日・カリ
ブ協議） 

ブラジルやアルゼンチン、チリ等中南米地域諸国及びア
ンデス共同体、カリブ共同体及び中米統合機構等同地域の
地域機構との政策協議を実施した結果、同地域諸国との友
好協力関係の維持・発展が図られた。 

日・カリブ協議：今後はグローバルな問題に関
する協議を一層充実させ、また、地域情勢を議題
に加えることも検討する。 

60  中南米地域の
中長期的安定
への協力 

 No.57 に同じ 中南米地域との
友好協力関係の維
持・発展 

① 民主化努力への協力（選挙監
視団派遣） 

② 開発努力への協力（インフラ
の充実など） 

③ 社会問題への対応への協力
（貧困、教育、麻薬、治安、環
境分野） 

中南米地域諸国及び同地域の地域機構に対し、民主化（ハ
イチでの草の根無償資金協力等）、開発（インフラの充実
等）、社会問題（貧困、教育、麻薬等）への協力を行った結
果、同地域の中長期的安定のための協力関係の維持発展が
図られた。 

・ ハイチの民主化定着支援 
ハイチにおいては、平成 15 年、総選挙が実施
される可能性があり、我が国の「ハイチへの民
主化支援」が同国の民主化定着にどのように貢
献するのか、今後とも注視していく必要がある。 
・ インフラ分野での協力 
これまで人口 10 万人程度の小島嶼国に対す
る水産無償資金協力を相当程度実施しており、
今後は、効率性の観点から水産無償資金協力の
あり方について調査すると共に、技術協力を中
心とした水産協力に軸足を移していくことを検
討する必要がある。 
・ 社会問題 
地理的に広範囲にわたるカリコム諸国の社会
問題に対する協力においては、特にＨＩＶ／Ａ
ＩＤＳ問題について、我が国の協力だけでは協
力できない。今後、他のドナー国・機関との調
整をより緊密に行うことが必要 

61  官・民による人
的交流の拡充、
情報伝達の拡
大（マス・メデ
ィアを含む） 

 No.57 に同じ 中南米地域との
友好協力関係の維
持・発展 

① 招へい（オピニオンリーダー、
高級実務者、中堅指導者、青年招
へい、日系人招へい等） 

② 文化交流事業 
③ 在外公館より邦人プレス特派
員への定期的な情報提供 

中南米地域諸国との間で招へい事業（日系人招へい、中
米中小企業育成セミナー等）、文化交流事業（カリブ音楽フ
ェア）等を行った。 

各施策を実施した結果、中南米地域との産官学
による人的交流の拡充、相互理解の増進及び情報
伝達の拡大が図られた。 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

62 米国同時多発テロを
受けた国際テロリズ
ム対策 
（Ａ・Ｂシート） 

 米国同時多発テロを
受けた国際テロリズム
対策を、様々な角度か
ら掘り下げて総合的に
評価を行い、施策効果
の発現状況を明らかに
する。また、この評価
を通じて得られた課
題・問題の解決に資す
る多様な情報の提供に
よって、外務省の政策
構想力を高めるととも
に、外務省全体の国民
への説明責任を果た
す。 

国 際 テ ロ の 防
止・根絶による我が
国及び国際社会全
体の平和及び安全
の確保 

① テロ防止関連条約の締結推進
及び履行確保並びに国連安保理
決議1373の履行確保のための外
交的働きかけ 

② テロリスト等に対する資産凍
結等の実施 

③ Ｇ８等主要国間協力に関する
取り組みの強化 

④ 二国間及び地域間協力を通じ
た他国のテロ対策強化への働き
かけ、支援 

⑤ テロ対策特別措置法に基づく
協力 

⑥ 外務省内の体制強化 

テロ防止関連条約の締結促進及び履行確保並びに国連安
保理決議 1373 の履行確保のための外交的働きかけ、テロリ
スト等に対する資産凍結の実施、Ｇ８等主要国間協力に関
する取組の強化、二国間及び地域間協力を通じた他国のテ
ロ対策強化への働きかけや支援、テロ対策特別措置法に基
づく協力、外務省内の体制強化を通じ国際テロの防止に向
けた国際社会の取組の強化に貢献した。 

国際的なテロの防止と根絶のためには、国際社
会が一致結束してあらゆる分野において息の長
い取り組みを継続することが不可欠であり、日本
としても、今後ともテロの防止と根絶に向けた国
際的な協力の強化に積極的に貢献するための体
制をより一層整備していく必要がある。また、特
に途上国のテロ対処能力を向上させていくこと
が重要であり、各国による支援内容が重複しない
よう留意しつつ、我が国としてテロ対処能力向上
のための支援に今後とも取組んでいく必要があ
る。 

63 紛争への包括的取組 紛争への包括的取組
施策を、様々な角度か
ら掘り下げて総合的に
評価を行い、施策効果
の発現状況を明らかに
する。また、この評価
を通じて得られた課
題・問題の解決に資す
る多様な情報の提供に
よって、外務省の政策
構想力を高めるととも
に、外務省全体の国民
への説明責任を果た
す。 

紛争への包括的
取組を推進する。 

① 紛争予防への貢献 
② 国際平和協力の一層の促進 

紛争予防における国際的取組に対する貢献及び我が国市
民社会（ＮＧＯ等）の活動支援を通じて、また、国際社会
の平和と安全を求める努力への協力を通じて、我が国の紛
争への包括的取組に前進が見られた。 

№64 及び№65 参照 

64  紛争予防への
貢献 

 No.63 に同じ 紛争予防への国
際的取組に対する
貢献及び我が国市
民社会（ＮＧＯ等）
の紛争予防活動へ
の支援活動 

① Ｇ８における紛争予防に関す
る議論への積極的参加 

② 国連における紛争予防に関す
る議論への積極的参加 

③ 紛争予防分野での二国間協力
の推進 
④ 我が国市民社会（ＮＧＯ等）
の紛争予防活動への支援の推進 

Ｇ８、国連における紛争予防に関する議論に積極的に参
加することにより、紛争予防についての国際社会の注意喚
起・啓蒙に貢献してきている。また、我が国市民社会（Ｎ
ＧＯ等）の紛争予防活動の支援により、民間のイニシアテ
ィヴによる紛争予防研究及び紛争予防活動が推進されてき
ている。 

シエラレオネ等において開始した日・英協力を、
今後いかなる地域で有効に展開できるか検討中で
ある。 

65  国際平和協力
の一層の促進 

 No.63 に同じ 国際社会の平和
と安全を求める努
力の効果的実施を
図ること。 

① 現在参加中の協力の円滑な実
施 

② 協力の拡大・迅速化のための施
策の検討 
③ 国内法制度の充実 
④ 国際的な議論への参加 

 現在参加中の国連ＰＫＯ等の国際平和協力業務の円滑な
実施及び協力の拡大・迅速化のための措置を講ずるととも
に、ＰＫＯ特別委員会やセミナーの開催など国際的な議論
に積極的に参加してきている。またＰＫＯの現場と共に国
際場裡でも要員の安全の確保、強化に取組んでいる。さら
にＰＫＯ政策への内外の理解の増進についても広報資料の

ＰＫＯ改革に向けての一助とした。 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

⑤ 過去の教訓を得るためのセミ
ナー開催 
⑥ 要員安全への取組 
⑦ ＰＫＯ政策等への内外の理解
の増進 

作成等により成果を上げている。 

66 軍備管理・軍縮・不
拡散 

軍備管理・軍縮・不
拡散に関する施策を、
様々な角度から掘り下
げて総合的に評価を行
い、施策効果の発現状
況を明らかにする。ま
た、この評価を通じて
得られた課題・問題の
解決に資する多様な情
報の提供によって、外
務省の政策構想力を高
めるとともに、外務省
全体の国民への説明責
任を果たす。 

軍備管理・軍縮・
不拡散を実現する。 

① 核軍縮を含む大量兵器の禁止
や規制並びに核物質の管理に関
する国際的な枠組みの強化 

② 地雷や小型武器などの通常兵
器に関する軍縮の強化 

③ 大量破壊兵器・ミサイル等の不
拡散体制の強化 

イラク、北朝鮮の大量破壊兵器問題の解決に向けた国際
社会の取組に積極的に貢献し、また、核軍縮を含む大量破
壊兵器の禁止や規制、核物質の管理に関する国際的な枠組
みの強化、地雷や小型武器などの通常兵器に関する軍縮の
強化、大量破壊兵器・ミサイル等の不拡散体制の強化に努
力した結果、軍備管理・軍縮・不拡散に向けた国際的な取
組に貢献した。 

・ 軍備管理･軍縮･不拡散体制実現のためにこれ
らの施策を実施したことは効果的であった。 
・ №67 から№69 まで参照 

67  核軍縮を含む
大量破壊兵器
（核・化学・生
物兵器）の禁止
や規制並びに
核物質の管理
に関する国際
的な枠組みの
強化 

 No.66 に同じ 我が国及びその
周辺地域や国際社
会全体の平和と安
全の確保 

１ 核兵器不拡散条約、包括的核実
験禁止条約の署名・批准国増加と
核実験モラトリアム継続のため
の働きかけ 
２ 核軍縮決議案の国連総会への
提出 

３ 旧ソ連諸国の非核化支援 
４ 生物兵器禁止条約及び化学兵
器禁止条約の普遍化・強化 
５ 国際原子力機関の保障措置の
強化・効率化 

核軍縮決議案の国連総会への提出、核兵器不拡散条約（Ｎ
ＰＴ）、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の署名・批准国
の増加及び核実験モラトリアム継続へ向けた様々な働きか
け、旧ソ連諸国における非核化協力の推進、生物兵器禁止
条約（ＢＷＣ）・化学兵器禁止条約（ＣＷＣ）強化のための
各国との調整。国際会議への資金的貢献、「国際原子力機関
（ＩＡＥＡ）保障措置強化のための国際会議」の開催等を
実施した結果、大量破壊兵器の禁止や規制ならびに核物質
の管理に関する国際的な枠組みの強化に貢献した。 

― 

68  地雷や小型武
器などの通常
兵器に関する
軍縮の強化 

 No.66 に同じ 紛争後の国・地域
の復興開発、平和構
築に貢献し、その地
域や国際社会全体
の安定の確保  

① 地雷除去等への協力及び地雷
による犠牲者に対する支援 
② オタワ条約の締結働きかけ 
③ 小型武器非合法取引防止に向
けた措置への国際協力と支援 
④ 小型武器回収プロジェクトの
実施 

地雷除去や地雷による被害者を支援するための国連機関
等への資金の拠出、対人地雷条約（オタワ条約）への締結
働きかけ、「小型武器セミナー」の開催等を通じ、地雷や小
型武器などの通常兵器に関する軍縮の強化に貢献した。 

― 

69  大 量 破 壊 兵
器・ミサイル等
の不拡散体制
の強化 

 No.66 に同じ 我が国の安全保
障環境を向上させ
るとともに、アジア
地域及び国際社会
の平和と安定へ貢
献する。 

１ 国際的輸出管理レジームの強
化 

２ 弾道ミサイルの拡散防止・抑制
に資する国際的な規範作りへの
貢献及びそれへの参加国を増や
すための努力 

大量破壊兵器及びその運搬手段の関連物資・技術にかか
る国際的輸出レジームや、通常兵器及び関連物資・技術に
かかる国際的輸出管理レジームにおける不拡散体制強化の
取組、アジア太平洋諸国を対象とした不拡散・輸出管理セ
ミナー等の開催、「弾道ミサイルの拡散に立ち向かうため
の行動規範（ＩＣＯＣ）」策定への積極的参加等を行い、大

・ 我が国は、アジア諸国の不拡散に対する取組
み強化を重視し、今後とも特に同地域を対象に
ＩＣＯＣへの参加等、不拡散に対するコミット
メントを一層強めるよう、様々な場を利用して
積極的に働きかけを継続する必要がある。 
・ 一部アジア諸国において見られた輸出管理法



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

３ アジア太平洋諸国・地域、特に
ＡＳＥＡＮ諸国を対象とする二
国間の働きかけやミサイル不拡
散、輸出管理セミナー等の開催 

量破壊兵器・ミサイル等の不拡散体制強化に貢献した。 整備の動きが、今後、より多くのアジア諸国に
おいて実現するようアジア輸出管理セミナーを
通じ、アジア各国に働きかけていく。 
・ 平成 15 年は、ＷＡの機能見直し年であり、我
が国として武器および汎用品分野の双方におけ
るＷＡ機能強化を主張していく。 

70 原子力の平和的利用
及び科学技術分野で
の国際協力 

原子力の平和利用及
び科学技術分野での国
際協力施策を、様々な
角度から掘り下げて総
合的に評価を行い、施
策効果の発現状況を明
らかにする。また、こ
の評価を通じて得られ
た課題・問題の解決に
資する多様な情報の提
供によって、外務省の
政策構想力を高めると
ともに、外務省全体の
国民への説明責任を果
たす。 

原子力の平和的
利用及び科学技術
分野での国際協力
を実現する。 

① 原子力平和利用のための国際
協力推進 

② 原子力安全、研究開発等にかか
わる国際協力の推進 

③ 外交と科学技術の連携 

原子力平和利用のための国際協力の推進、原子力安全・研
究開発等にかかわる国際協力の推進、外交と科学技術の連携
を通じ、原子力の平和的利用及び科学技術分野での国際協力
に大きく貢献した。 

・ 原子力の平和的利用及び科学技術分野での国
際協力の実現にとって、効果的であった。 
・ №71 から№73 まで参照 

71  原子力平和利
用のための国
際協力推進 

 No.70 に同じ 我が国のエネル
ギー安定供給を確
保する上での、原子
力の平和利用分野
での二国間及び多
国間協力の推進及
び不拡散体制の強
化。地域的枠組みに
よる原子力科学技
術の研究・開発協力
を通じた原子力平
和利用の促進 

① 二国間原子力協定に基づく協
力の推進 

② 原子力協定に基づく二国間原
子力協議の実施・促進 

③ 欧州原子力共同体との原子力
協定締結に向けた作業の促進 
④ 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）・
アジア原子力地域協力協定への
積極的関与及び貢献 

二国間原子力協定に基づく協力の促進、二国間原子力協
議の実施・促進、欧州原子力共同体（ＥＵＲＡＴＯＭ）と
の原子力協定締結に向けた作業の促進、ＩＡＥＡ・アジア
原子力地域協力協定への積極的関与及び貢献を行ったこと
により、原子力平和利用のための国際協力を推進した。 

（１）二国間原子力協定に基づく協力の推進 
引き続き、二国間原子力協定に基づく原子
力資機材の円滑な移転を実施できる枠組みを
確保する。 

（２）原子力協定に基づく二国間原子力協議の実
施・促進 
・ 長らく原子力協議を実施していない国と
の間の協議を早急に復活させること。 
・ 原子力協議における議論・合意を適切か
つ迅速にフォローアップすること。 

（３）ＥＵＲＡＴＯＭとの原子力協定締結に向け
た作業の促進 
できるだけ早い署名及び締結に向け努力す
る。 

72  原子力安全、研
究開発等に関
わる国際協力
の推進 

 No.70 に同じ 高い水準の原子
力の安全を世界に
確保・維持するため
の国際的な体制の
強化 

① 原子力安全条約の履行及び放
射性廃棄物等安全条約の早期締
結 
② 原子力安全条約及び放射性廃
棄物等安全条約の国際的な締
結・履行促進に向けた積極的な関
与と貢献 

原子力安全条約の履行及び放射性廃棄物等安全条約の早
期締結、原子力安全条約及び放射性廃棄物安全条約の国際
的な締結・履行促進に向けた積極的な関与と貢献を我が国
が積極的に取組んだ結果、原子力の安全を世界的に確保・
維持するための国際的な体制の強化に貢献した。 

放射性廃棄物等安全条約については、平成 15
年 11 月の第１回締約国会合に出席すべく早期締
結を目指す。 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

73  外交と科学技
術の連携 

No.70 に同じ ① 科学技術に関す
る各国との共同作
業ないし交流促
進・強化 
② 軍縮・不拡散等
の外交目的の達成 

① 多国間協力[ＩＳＴＣ、国際宇
宙基地協力（ＩＳＳ）、国際熱核
融合実験炉（ＩＴＥＲ）]の実施 

② 二国間協力（米、英、仏等との
科学技術協力に基づく二国間協
議等）の実施 

多国間協力〔国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）、国際宇
宙基地協力（ＩＳＳ）、国際熱融合実験炉（ＩＴＥＲ）〕、及
び二国間協力（米、英、仏等との科学技術協力基づく二国
間協議等）を実施した結果、外交と科学技術の連携に寄与
した。 

・ 多国間協力（ＩＳＴＣ）については、民間企
業が参加するパートナーシップ・プログラムへ
の日本からの参加を奨励することでさらに活発
化していく。 
・ 国際熱核融合炉（ＩＴＥＲ）については、実
験炉の建設地の誘致活動にさらに力を入れる。
日本は世界の核融合学会において主要な役割を
果たしており、今後もこの計画において積極的
な役割を果たしていけるよう外務省としても取
り組んでいく。 
・ 国際宇宙基地協力（ＩＳＳ）については、ス
ペースシャトルの事故等、事情の変化による計
画の変更についての影響が最小のものとなるよ
う、引き続き参加国間で協議を行い、円滑な協
力を深化させていく。 
・ 二国間科学技術協力については科学技術協力
協定下の政府間会合の活性化及び会合結果の着
実なフォローアップに努める。 
・ ＥＵ等との新規科学技術協力協定の締結に向
けた交渉を継続する。 

74 国際経済 国際経済に対応す
るために設定された
重点施策を、様々な角
度から掘り下げて総
合的に評価を行い、施
策効果の発現状況を
明らかにする。また、
この評価を通じて得
られた課題・問題の解
決に資する多様な情
報の提供によって、外
務省の政策構想力を
高めるとともに、外務
省全体の国民への説
明責任を果たす。 

我が国の経済面
での国益の保護・増
進に努める。 

① グローバルな枠組みにおける
国際経済の基本的方向付けへの
積極的参画 

② 重層的な経済関係の強化・有効
活用 

③ マネー・ロンダリング、テロ資
金対策ＩＴ等の国際経済の新た
な問題への効果的対応 

④ 捕鯨・マグロ漁業、エネルギー、
食料問題、海洋問題等の国際経済
の伝統的な諸課題への効果的対
応 

ＷＴＯ新ラウンド交渉において、Ｇ８やＯＥＣＤを通じ
た先進国との協調、貿易関連キャパシティ・ビルディング
の実施や一般特恵関税制度の改善を通じた途上国との関係
強化を通じ、グローバルな国際経済の枠組みの方向付けに
貢献した。また、日・ＥＵ行動計画の実施・発展、ＡＰＥ
Ｃやアジア欧州会合（ＡＳＥＭ）への参画、経済連携協定
への対応、日本企業支援等を通じ、地域経済協力の枠組み
の方向付けに寄与した。さらに、国際経済の新たな諸課題
及び伝統的な諸課題についても、関連する国際機関や地域
機関への参画や二国間での働きかけ等を通じ、我が国の利
益の保護・増進に貢献することができた。 

№75 から№78 まで参照 

75  グローバルな
枠組みにおけ
る国際経済の
基本的方向付
けへの積極的
参画 

 No.74 に同じ ＷＴＯを中心と
するルールに基づ
く多角的貿易体制
の維持・強化 

① 主要国首脳会議の準備プロセ
スへの積極的参画他 

② ＷＴＯ新ラウンド交渉への参
画、新規加盟交渉の促進、途上国
の貿易関連人材育成、貿易環境の
改善、紛争処理手続きの適切な運
用等 

③ ＯＥＣＤの活動への積極的関

①主要国首脳会議の準備プロセスへの積極的参画、②Ｗ
ＴＯ新ラウンド交渉への参画、新規加盟交渉の促進、途上
国の貿易関連人材育成、貿易環境の改善、紛争処理手続の
適切な運用、③ＯＥＣＤ活動への積極的関与及び我が国へ
の還元、ＯＥＣＤ非加盟国活動の支援・促進、④一般特恵
関税制度の改善、途上国の人材育成支援、国連貿易開発会
議（ＵＮＣＴＡＤ）における我が国の途上国支援の効果的
アピール、等を通じ、グローバルな枠組みにおける国際経

・ Ｇ８首脳会合及びその準備過程における我が
国の影響力を増進すべく、議長国との緊密な連
携の下、引き続き積極的に政策を提言し、かつ、
協調行動の率先に努める。 
・ 今後、ＷＴＯ体制を中心とする多角的貿易体
制の推進、及び、同体制の中での我が国の利益
増進・保全のため、交渉のキー・プレイヤーと
してラウンド交渉を主導し、期限通りの交渉妥



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

与、ＯＥＣＤの活動の我が国への
還元、ＯＥＣＤ非加盟国活動の支
援・促進 
④ 一般特恵税制度の改善、途上国
の人材育成支援、国連貿易開発会
議（ＵＮＣＴＡＤ）における我が
国の途上国支援の効果的アピー
ル 

済の基本的方向付けへ積極的に参画した。ただしＷＴＯ新
ラウンド交渉に関しては、分野によって交渉の進ちょく状
況にばらつきがあり、全体的に当初予期された交渉の進展
はない。 

結に向けた最大限の努力傾注が必要。 
・ ＯＥＣＤをより効率的・効果的な組織とすべ
く、主要国と協力しつつ、ＯＥＣＤの改革の議
論を推進する必要がある。 

76  重層的な経済
関係の強化・有
効活用 

 No.74 に同じ 欧州連合を始め
とする欧州諸国と
の経済関係の一層
の緊密化。アジア太
平洋経済協力やア
ジア欧州会合等を
通じた我が国にと
って好ましい方向
に向けたアジア太
平洋地域における
協力及びアジア欧
州間における協力
の推進。グローバル
な国際経済の枠組
みを補完・強化する
ものとしての地域
経済協力の枠組み
の強化 

① 日・ＥＵ行動計画の実施・発展、
日・ＥＵ規制改革対話の促進 

② 日本企業支援の強化、在外公館
企業支援窓口の活用 

③ 欧州各国との二国間経済関係
の強化及び協力案件の推進 

④ 貿易円滑化、経済・技術協力等
を通じたＡＰＥＣプロセスの活
性化 

⑤ ＡＳＥＭの特性を踏まえた対
応、ＡＳＥＭ調整国としての両地
域間の関係強化促進、セミナーの
日本開催を含む個別イニシアテ
ィヴ等への適切な対応 

⑥ シンガポールとの経済連携協
定の早期発効に向けた作業の推
進 

⑦ 地域貿易協定等への対応につ
き省内外（アジア大洋州局）との
緊密な意見交換 

①日・ＥＵ行動計画の実施・発展、日・ＥＵ規制改革対
話の促進、②日本企業支援の強化、在外公館企業支援窓口の
活用、③欧州各国との二国間経済関係の強化及び協力案件の
推進、④貿易円滑化、経済・技術協力等を通じたＡＰＥＣプ
ロセスの活性化、⑤ＡＳＥＭ（アジア欧州会合）調整国とし
ての両地域間の関係強化促進、セミナー開催を含む個別イニ
シアティヴ等への対応、⑥シンガポールとの経済連携協定の
早期発効に向けた作業の推進、⑦地域貿易協定等につき省局
内外（アジア大洋州局）との緊密な意見交換等を通じ、欧州
諸国及びアジア太平洋地域における協力を推進して重層的
な経済関係を強化するとともに、これを有効に活用してき
た。 

・ 日・ＥＵ 経済関係の強化を図る上では、（ａ）
首脳協議、閣僚協議、ハイレベル協議、規制改
革対話等各レベルにおける日・ＥＵ間の協議の
開催、（ｂ）日・ＥＵ間の二国間協定の締結およ
び運用、（ｃ）各種レベルでの日・ＥＵ間での人
的交流の推進等を通じて日・ＥＵ間の双方向の
貿易・投資関係の拡大に努めていくことが必要
である。特に、欧州における日系企業のビジネ
ス環境改善を通じた欧州進出日本企業支援、あ
るいは、欧州諸国の成功例を参考にしつつ対内
投資促進の措置の検討、実現のため一層努力し
ていくことが必要である。 
・ 日本企業支援の強化に向け、引き続き在外公
館の意識の向上を図る。 
・ アジア欧州会合（ＡＳＥＭ）については第５
回首脳会合及びそれまでの各種閣僚級会合にお
いて、調整国として円滑な活動を目指すと共に
アジア側の指導的役割を果たす。 

・ 地域貿易協定等に関しては､国内生産の競争力
が必ずしも高くなく自由化の影響が大きい品目
の扱いや、人の移動といった分野についての国
民的政策討議が不可欠であり、今後も省内外と
の緊密な意見交換を続け、国民的な政策討議を
一層喚起しつつ、政府の政策的検討や作業を一
層進展させていく必要がある。 

77  国際経済の新
たなる課題へ
の効果的対応 

 No.74 に同じ マネー・ロンダリ
ング（資金洗浄）、
テロ資金対策、ＩＴ
など新たな課題に
ついても積極的に
関与し、貢献する。 

① マネー・ロンダリング（資金洗
浄）対策のための国内体制整備の
促進、他国によるマネー・ロンダ
リング対策及びテロ資金対策を
促進 

② 国際民間航空の発達のために
国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）が
行う諸活動・運営（特に航空保安
強化）に参画し、我が国の立場が
反映されるための努力 

①資金洗浄に関しては、金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）
において特にアジア・太平洋地域の資金洗浄対策に中心的
な役割を果たし、国内及び他国の体制整備を促進した、②
国際民間航空の発達のためにＩＣＡＯが行う諸活動・運営
（特に航空保安強化）に参画し、我が国の立場が反映され
るための努力を行ったことにより、航空保安行動計画が採
択・実施された、③「デジタル・オポチュニティー作業部
会（ドット・フォース）」への積極的な参画等を通じ、デジ
タル・ディバイドの解消がＧ８サミットにおいて取り上げ
られた等、国際経済の新たな諸課題へ効果的に対応してき

・ 依然として資金洗浄対策に非協力的な国・地
域として 10 か国・地域がリスト（アジア・太平
洋地域は、５か国・地域）に挙げられており、
今後とも国・地域に速やかに資金洗浄対策を行
うように促していく必要がある。また、テロ資
金対策については、ＦＡＴＦメンバー内での特
別勧告履行にとどまらず、ＦＡＴＦメンバー以
外の国・地域も特別勧告を履行するよう他のＦ
ＡＴＦメンバーと連携しつつ働きかけていく必
要がある。 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

③ 「デジタル・オポチュニティー
作業部会（ドット・フォース）」
における積極的参画 

た。 ・ ＩＣＡＯでは、平成 16 年３月に開催予定の出
入国簡易化部会にむけて、出入国管理に関する
ＩＣＡＯの国際標準の改正につき検討が行われ
ており、次回国際標準の改正に我が国の意見が
適切に反映されるよう努めていく。また、航空
保安監査が円滑に実施されるようＩＣＡＯの活
動に協力していく。 

78  国際経済の伝
統的な諸課題
への効果的対
応 

 No.74 に同じ 捕鯨・マグロ漁
業、エネルギー、食
糧問題、海洋問題等
の国際経済の伝統
的な諸課題につき、
これらの資源の持
続可能な形での安
定供給を確保する。 

① 国際漁業機関への積極的参加、
捕鯨問題への取組、便宜置籍船対
策、ミナミマグロ問題への取組 

② 海賊の抑止と防止を目的とす
る枠組み作り、海洋環境の保全に
関する国際協調に向けての積極
的参画、海洋の科学的調査等を含
む海洋の平和的利用促進 

③ ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＰＥＣ等を
通じたアジア・中南米諸国とのエ
ネルギー協力強化他、ＩＥＡ（国
際エネルギー機関）、Ｇ８等を通
じた先進国間のエネルギー分野
における協調強化他、生産国と消
費国対話の強化及び中東諸国等
との良好な関係の維持・強化 

④ 違法伐採問題を含む持続可能
な熱帯林経営に対する国際的取
組の促進他 
⑤ 世界食糧サミット５年後会合
における決議への我が国の立場
の反映 

①国際漁業機関への積極的参加、捕鯨問題、便宜置籍船
対策、ミナミマグロ問題への取組を通じ、日本の主張を維
持しつつ議論の深化に貢献した、②海賊問題、海洋環境保
全、海洋の平和的利用促進に関し、関係者との意見交換及
び協議を通じて積極的に貢献した、③アジア諸国とのエネ
ルギー協力強化、ＩＥＡ（国際エネルギー機関）やＧ８等
を通じた先進国間の協調強化、生産国・消費国対話の強化
及び中東諸国等との良好な関係の維持・強化を実現した、
④持続可能な熱帯林経営に対する国際的取組を促進した、
⑤世界食糧サミット５年後会合における決議へ我が国立場
を反映するよう積極的に働きかけた等、国際経済の伝統的
な諸課題へ効果的に対応してきた。 

・ 国際漁業機関への積極的参加については、各
地域機関やＦＡＯにおいて、違法漁業対策の拡
充及び確実な実施の働きかけが必要。新たな地
域機関設立交渉や既存の条約の改正交渉につい
ても、持続的利用の観点の反映が必要。捕鯨問
題については、我が国の捕鯨活動の再開に向け、
改訂管理制度及び持続的利用支持国の加盟促進
が必要。便宜置籍船対策については、各地域漁
業機関及び関係国が様々な措置を着実に実施し
ていくことが必要。みなみまぐろ問題について
は、総漁獲可能量および国別割当についていま
だ合意が得られておらず、今後の課題 

・ 平成 16 年から始まるであろう国連海洋法条約
の改正の動きを見据え、海洋に関する様々な国
際場裡の場にて我が国の主張に国際的なコンセ
ンサスが得られるよう、特に公海利用の自由を
確保すべく、関係各国に積極的に働きかけるこ
とが重要 
・ 先進国間でのエネルギー分野での政策協調を
強化するため、ＩＥＡの活動に積極的に参画 
・我が国及びアジア地域のエネルギー安全保障の
強化のため、ＡＰＥＣ、ＡＳＥＡＮ＋３等のフ
ォーラムにおいて意見交換・政策協調を推進 
・ エネルギー生産国と消費国との対話の促進の
ため第９回国際エネルギー・フォーラムへの積
極的参画 

 （政府開発援助）      

79  対スリランカ
援助政策 

・ ＯＤＡが効果的・
効率的に実施されて
いるかを検証するこ
とで、援助の実施管
理を支援する。 
・ 評価結果をフィー
ドバックすることに
より、将来の援助政
策策定・実施に反映

① 伝統的な友好
関係の促進及び
地域の安定を図
る。 

②  スリランカの
健全な経済・社会
発展を促進する 

① スリランカの開発に係る調
査・研究、類似の援助政策対話等
を踏まえ、援助を実施 
② 有償・無償資金協力、技術協力
等を利用 

スリランカの開発に係る調査・研究、類似の援助政策対
話等を踏まえ、有償・無償資金協力、技術協力等を活用し
て援助を実施した結果、平成７年度から 11 年度までの間、
平均５％のＧＤＰ成長率、インフレ・失業率の減少傾向な
ど、概して健全な成長に向かっていた。重点分野の動向に
ついても、経済・社会基盤の整備・改善に関し、港湾の貨
物取扱量、通信インフラの固定電話線数・移動電話線数、
電力受益者数などが増加したほか、鉱工業の生産高・輸出
額・付加価値、農林水産業部門の輸出額増加、保険医療分

対スリランカ援助政策は概して妥当なものであ
ると評価されるが、援助の効果や効率性をより高
めていくために、我が国の援助政策を被援助国や
他ドナーに対してよりわかりやすいものにするこ
とが望まれる。我が国の援助政策はＯＤＡ大綱、
ＯＤＡ中期政策、国別援助方針（計画）などに示
されているが、方針を示すものなのか、戦略を示
すものなのか、それぞれの役割を明確にすること
が有益である。 
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させ、ＯＤＡの質の
向上に資する。 
・ 評価結果を公表す
ることで説明責任を
果たし、援助の透明
性を高めるとともに
国民の理解と参加を
促進する。 

野では病院数の増加が確認された。対スリランカ援助政策
は概して妥当なものであると評価される。 

80  対タイ援助政
策 

 No.79 に同じ ① 伝統的な友好
関係の促進及び
地域の安定を図
る。 
② タイの健全な
経済・社会発展を
促進する。 

① タイの開発に係る調査・研究、
類似の援助政策対話等を踏まえ、
社会セクター、環境、地方・農村
開発、経済基盤整備、地域協力支
援の５分野に重点的に援助を実
施 
② 援助スキームとしては、有償・
無償資金協力、技術協力等を活用 

社会セクタ－、環境、地方・農村開発、経済基盤整備、
地域協力支援の重点５分野に対して、有償・無償資金協力、
技術協力等を活用して重点的に援助を実施した結果、関連
する指標の推移の多くがおおむね良好な結果を示してお
り、これらの分野におけるタイの経済・社会発展はある程
度進んだと判断される。我が国の援助は総体として有効で
あった。 

より良くタイ側のニーズを把握するために、同
国の国家開発計画改訂等を我が国としても十分
フォローしていくことが挙げられる。 

81  開発途上国に
おける女性支
援（ＷＩＤ）／
ジェンダー政
策 

 No.79 に同じ 開発途上国にお
いて均衡のとれた
持続的な開発を実
現していくため、男
女の均等な開発へ
の参加とそこから
の受益を図る。 

① 平成７年に「途上国の女性支援
（ＷＩＤ）イニシアティヴ」を発
表し、開発援助実施にて女性の教
育、健康、経済・社会活動への参
加を重視 
② 保健・教育面での女性支援や、
人口家族計画への支援、女性の経
済的自立を促進するための小規
模金融、職業訓練、労働環境の改
善等への支援を実施 

平成７年に「途上国の女性支援（ＷＩＤ）イニシアティ
ヴ」を発表し、開発援助実施にて女性の教育、健康、経済・
社会活動への参加を重視し、保険・教育面での女性支援や、
人口家族計画への支援、女性の経済的自立を促進するため
の小規模金融、職業訓練、労働環境の改善等への支援を実
施した結果、調査対象であったグアテマラ及びホンジュラ
スではＷＩＤイニシアティヴの重点分野の指標の推移が、
おおむね良好な結果を示しており、これら分野における支
援は有効であったと判断される。 

協力案件を発掘し、また、実施能力を高めるた
めに、他ドナーとより積極的に意見交換を実施
し、女性の地位向上のための国家行政機構との連
携を強化することが挙げられる。 

82 地球規模の諸問題 地球規模の諸問題に
対応するために設定さ
れた重点施策を、様々
な角度から掘り下げて
総合的に評価を行い、
施策効果の発現状況を
明らかにする。また、
この評価を通じて得ら
れた課題・問題の解決
に資する多様な情報の
提供によって、外務省
の政策構想力を高める
とともに、外務省全体
の国民への説明責任を
果たす。 

 地球規模の諸問
題の解決 

① 人間の安全保障の推進 
② 国際的な枠組みを通じた感染
症対策への取り組み 

③ 国際社会における人権の擁
護・促進のための国際協力の推進 
④ 人道問題への取組 
⑤ 地球環境問題に対する取組み
の推進 

⑥ 地球温暖化問題への対応 
⑦ 国際機関における邦人職員の
増強 

人間の安全保障の推進、感染症、人権、難民、環境、地
球温暖化問題等の地球規模の諸問題への効果的な取組、さ
らには、国際機関における邦人職員の増強を通じ、地球規
模の諸問題の解決に向けて貢献した。 

№83 から№89 まで参照 
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83  人間の安全保
障の推進 

 No.82 に同じ 国際社会に存在
する人間の生存、生
活、尊厳に対する脅
威に対抗していく。 

① 人間の安全保障基金を通じて、
人間の生存、生活、尊厳に対する
脅威に取り組む国際機関のプロ
ジェクトを効果的・効率的に支援 

② シンポジウム、各種媒体を通じ
ての「人間の安全保障」の考え方
の広報 

人間の安全保障基金を効果的・効率的に活用し、人間の
生存、生活、尊厳に対する脅威に取組む国際機関のプロジ
ェクトをアジア、アフリカを中心に保健、貧困等の分野で
支援したこと、及びシンポジウムの開催やパンフレットの
作成・配布による人間の安全保障の考え方に関する広報を
行った結果、人間の安全保障の推進に貢献した。 

人間の安全保障基金のより効果的活用及び人
間の安全保障の考え方のさらなる普及を通じて、
我が国の外交の重要な視点である人間の安全保
障についての理解を促進する。 

84  国際的な枠組
みを通じた感
染症対策への
取組み 

 No.82 に同じ 国際社会の感染
症予防、治療等の努
力を支援する。 

感染症対策のためのグローバル
な資金需要への対応として、平成
14 年１月に設立された「世界エイ
ズ・結核・マラリア対策基金」の
活動等を通じ支援 

「世界エイズ・結核・マラリア対策基金」を財政的に支
援し、理事国として政策形成に寄与することにより、これ
ら三大感染症の被害軽減・予防に世界的規模において、大
きく貢献しつつある。効果の具体的発現には、今しばらく
の時間を要する。 

「世界エイズ・結核・マラリア対策基金」は、
世界の感染症対策に寄与すべく着実に前進して
いるが、今後の課題としては資金基盤の拡充強化
と多様化の問題がある。 

85  国際社会にお
ける人権の擁
護・促進のため
の国際協力の
推進 

 No.82 に同じ 国際社会におけ
る人権の擁護・促進
のための国際協力
を推進する。 

① 中国、イラン、韓国等との二
国間での人権対話の実施 

② 人権関連分野でのセミナーの
実施 

③ 国連人権関係基金への拠出を
通じた各国の人権擁護・促進へ
の協力の実施 
④ 人権関係の条約の報告書作成
及びフォローアップにおけるＮ
ＧＯとの対話の実施 

二国間での人権対話、人権関連分野でのセミナー、国連
人権関係基金への拠出及び人権関係条約の報告書作成等に
おけるＮＧＯとの対話を実施した結果、国際社会における
人権の擁護・促進のための国際協力の推進に貢献した。 

・ 人権対話を継続的に実施すると共に、相手国
の拡大を検討すること。 
・ 人権に関わる特定の問題について、国際シン
ポジウムを開催し、当該問題に関する対策、政
策協調について議論を行うこと。 
・ 政府報告書の作成プロセスにおいてＮＧＯと
の対話を引き続き実施すること。 
・ 外務省ＨＰの利用者のニーズにさらに応える
ために、ＨＰに掲げる情報を増加すること。 

86  人道問題への
取組 

 No.82 に同じ 難民・国内避難民
等に対する人道支
援 

① 国際人道機関の要人訪日受入
れ、国際会議出席を通じた政策提
言・協力 

② 国際機関と協力した現地ニー
ズに基づく人道支援の実施 
③ 国内の難民問題解決のための
事業の実施、及び関係省庁、ＮＧ
Ｏとの連携 

国際会議出席を通じた国際機関の政策決定への関与、国
際人道機関の要人訪日受け入れ、アフガニスタン難民・避
難民支援活動など国際機関と協力した現地ニーズに基づく
人道支援の実施、我が国国内の難民問題に対処するための
事業の実施、及び関係省庁、ＮＧＯとの連携等を通じ、難
民・避難民等に対する人道支援に積極的に取組むことがで
きた。 

・ 平成 15 年度も国際人道機関からの要人訪日受
け入れを行い、かつ国際会議に積極的に出席し
ていくことで、国際人道機関と密接に連携をと
りながら、効果的な援助を実施していきたい。 

・ 人道的観点及び難民問題に対する国際協力の
拡充の観点から、難民認定者（条約難民）に対
する定住促進事業を実施する。 
・ 従来から実施している難民認定申請者に対す
る支援事業を拡充し、特に困窮および緊急の度
合いが高い者に一時避難施設であるシェルター
を提供する。 

87  地球環境問題
に対する取組
みの推進 

No.82 に同じ ① 地球環境問題
に対する国際的
な取組みを推進
する。 

② 新しい課題に
対しては、国際的
なルールや枠組
みを構築する。 

① 国際機関の活動への支援や条
約の策定、締結、実施を通じて、
地球環境問題への取組みに参画 
② 新しい課題に対しては会議等
への出席や開催を通じて我が国
の考え方を発信 

③ 官民、特にＮＧＯとの対話を実
現するための体制を整備し、対話
を実施 

持続可能な開発に関する世界首脳会議への積極的な参加
や、第３回世界水フォーラム・閣僚級国際会議の主催、関
係国際機関の活動支援、各種環境関係条約の策定、締結、
実施等を通じ、国際的な地球環境問題への取組の推進にイ
ニシアティヴを発揮できた。 

・ 我が国の厳しい財政事情の下で、効果的な支
援と必要な施策を実施するためには、予算の効
率的活用とＮＧＯ等を含めた官民の連携と協力
の一層の推進を図ることが重要 
・ 水、違法伐採、防災等の新たな諸課題につい
ては、知見を有する我が国が国際的な取組みの
枠組みやルールの構築に向けてリーダーシップ
を発揮することが求められている。 
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88  地球温暖化問
題への対応 

 No.82 に同じ 京都議定書の平
成 14（2002）年発
効 
 すべての国が一
つのルールの下で
行動することを目
標に、米国の建設的
な対応を求めると
ともに、開発途上国
を含めた国際的ル
ールを構築する。 

① 我が国の京都議定書の平成 14
年（2002）年の締結 

② 気候変動に関する日米ハイレ
ベル協議をはじめとする日米間
の協議を推進 

③ 気候変動枠組み条約の締結国
会議や途上国との対話等 

④ 「京都イニシアティヴ」等の実
施を通じた途上国支援 

我が国の京都議定書締結、ヨハネスブルグ・サミットや
二国間会談の機会を通じて各国に対して京都議定書締結を
働きかけた結果、カナダ等多くの国が締結したが、米国、
ロシア等が未締結のため、京都議定書は未発効。また、日
米協議の推進、気候変動枠組条約締約国会議への積極的参
加や開発途上国等の参加する非公式会合の主催、「京都イ
ニシアティヴ」等の実施を通じた途上国支援等を通じて、
すべての国の参加する共通のルール策定に努力したが、さ
らなる努力が必要。ただし、日本としては右施策を通じて
地球温暖化問題に対する国際的取組の推進に貢献した。 

・ 京都議定書の早期発効に向けてロシア、米国
をはじめとする未締結国に対して引き続き働き
かけを行う。 
・ 地球温暖化対策の実効性確保にとって必要と
なるすべての国が参加する共通のルールの構築
のために我が国としても積極的に関与していく
方針であり、そのためには、我が国として気候
変動枠組条約締約国会合と並行して率直な意見
交換の場を提供する非公式会合を積極的に開催
していく。 
・ 京都議定書上の温室効果ガス削減の数値約束
を履行するために、京都メカニズムの積極的な
活用を図る。 
・ 地球温暖化対策に取り組む開発途上国の努力
を積極的に支援するため、「京都イニシアティ
ブ」を引き続き推進する。 

89  国際機関にお
ける邦人職員
の増強 

 No.82 に同じ 国際機関におけ
る邦人の参画促進
及び邦人職員数の
増加 

① 国際機関職員となる人材の育
成及び発掘 

② 国際機関職員に関する広報及
び情報提供の強化 

国際機関職員となる人材の育成及び発掘、国際機関職員
に関する広報及び情報提供の強化を通じ、国際機関におけ
る邦人の参画促進及び邦人職員数の増加を達成することが
できた。 

邦人職員の増強をより一層進めていくため、ア
ソシエイト・エキスパート（ＡＥ）／（国連ジュ
ニアプロフェッショナルオフィサー（ＪＰＯ）等
の派遣をはじめとした人材の育成や発掘、応募促
進・支援および邦人職員の採用・昇進のための国
際機関への働きかけなどの近年の取り組みをさ
らに強化していく必要がある。 

90 国際約束の締結・実
施 

 国際約束の締結・実
施に対応するために設
定された重点施策を、
様々な角度から掘り下
げて総合的に評価を行
い、施策効果の発現状
況を明らかにする。ま
た、この評価を通じて
得られた課題・問題の
解決に資する多様な情
報の提供によって、外
務省の政策構想力を高
めるとともに、外務省
全体の国民への説明責
任を果たす。 

我が国にとって
望ましい国際約束
の締結及びその適
切な実施、国際法規
の形成への寄与等
を通じた国益の確
保を行う。 

① 我が国にとって望ましい国際
約束の締結 

② 我が国が締結した国際約束の
適切な実施 

③ 国際法規の形成への寄与 
④ 国際法に関する知見の蓄積 
⑤ 国内・国外・国際裁判への対応
を通じた国益確保 

平成 14 年通常国会には日・シンガポール新時代経済連携
協定等 18 本の条約を提出し承認を得、また、平成 15 年度
通常国会には国際組織犯罪防止条約等９本の条約を提出し
た結果、我が国にとって望ましい条約を締結する作業を推
進することができた。また、日・メキシコ経済連携強化の
ための協定、たばこ対策枠組条約等の締結交渉に積極的に
参加した結果、我が国の立場を反映しつつ、条約交渉を行
うことができた。さらに国際司法裁判所における小和田恆
氏（日本国際問題研究所理事長、外務省顧問、元国連大使）
の裁判官選挙等を通じ、国際法規の形成に積極的に貢献し、
また、国際法戦略会議等を通じ、内外の国際法研究者と意
見交換を行い、国際法に関する知見の蓄積や解釈の精緻化
に寄与することができた。 

№91 から№95 まで参照 

91  我が国にとっ
て望ましい国
際約束の締結 

 No.90 に同じ 我が国にとって
望ましい二国間及
び多数国間の国際
約束（条約等）の締
結 

① 国際約束締結に対する国内外
のニーズの把握、国際約束締結の
必要性の判断、及び望ましい条約
の時宜を得た締結 

② 国際約束の案文交渉における

国内外のニーズを踏まえ、また、国際約束締結の必要性
を的確に判断しつつ、平成 14 年通常国会には日・シンガポ
ール新時代経済連携協定、テロ資金供与防止条約等 18 本の
条約を提出し承認を得た。また、本年通常国会には国際組
織犯罪防止条約、生物多様性条約カルタヘナ議定書等９本

・ 多様な分野での条約の作成の需要に応えるた
め、人的、組織的体制を整備 

・ 現行の条約課及び国際協定課を専門分野別（政
治・安全保障・経済・社会）に再編成する予定 
・ ハイレベルの交渉官が最前線に出て国際交渉
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我が国の立場の反映及び国際約
束の作成に向けた国際社会の議
論の誘導 
③ 国際場裏における不断の情報
交換・情報収集 

の条約を提出した。この結果、我が国にとって望ましい条
約を締結する作業を推進することができた。また、日・メ
キシコ経済連携強化のための協定、たばこ対策枠組条約等
の締結交渉に関し、対処方針作成、関係府省との調整に際
し、法的な観点から助言を行い、また、交渉に積極的に出
席することを通じ、我が国の立場を反映しつつ条約交渉を
行うことができた。 

に参加できるよう「条約交渉官」を設置する予
定 
・ 平成 15 年 11 月「日・ＡＳＥＡＮ国際法秩序
構築協議」開催が合意されたが、今後とも、友
好国との間で、国際法秩序構築における連携の
強化を図り、我が国の交渉力を組織的かつ計画
的に高めていく。 

92  我が国が締結
した国際約束
の適切な実施 

 No.90 に同じ 我が国及び他の
締約国による適切
な実施の確保 

① 国際約束の主管部局と他省庁
との間で行われる協議等への法
的助言 

② 国際約束の主管部局と他の締
約国との間で行われる協議等へ
の法的な助言 

③ 国際約束の運用状況を検討す
るための会合開催、その実施状況
の報告提出に際する法的な検討
及び助言 
④ 国際約束の実施に関し、他の締
結国との間で意見の相違等が生
じた際の法的な検討及び助言 

日・シンガポール新時代経済連携協定等の二国間条約や
ＷＴＯ協定等の多数国間条約の実施に関連する国内法令等
と条約との関係について法的な観点から助言を行い、また、
二国間の科学技術協力協定等の下で開催される日本と相手
国間の政府間会合の際に、法的な問題点等について助言を
行ったことにより、国際約束が適切に実施された。また、
世界貿易機関の紛争解決手続において、日本の主張・立証
を行うのに際し、法的な検討及び助言を行ったことにより、
日本の主張・立証を補強した。 

今後とも国際約束の着実な実施のため、法的な
観点より適切な検討及び助言を行う。 

93  国際法規の形
成への寄与 

No.90 に同じ ① 国際法規の形
成に積極的に貢
献し、我が国の主
張を反映させる
べく努力する。 

② 国際社会にお
ける法の支配を
強化し、国際紛争
の平和的解決を
促進する。 

国際裁判所及び各種の国際法に
関する会議において、我が国の関
係者が積極的に参加すること等を
通じ、国際法の形成に寄与する。 

平成14年の国際司法裁判所選挙における支持要請活動を
通じ、小和田恆氏の第一位当選を実現し、また、国連国際
法委員会、アジア・アフリカ法律諮問委員会、国連第６委
員会への我が国関係者の出席等を通じ、国際法の形成に対
する我が国の積極的な貢献を示すことができた。また、国
際刑事裁判所に関するＥＵ専門家との意見交換及び一般向
け会合の開催や各国条約局長との協議等を通じ、各国の国
際法に関する考えを聴取することで、相互の認識を深める
ことができた。さらに、主権免除条約草案やハーグ国際私
法会議における証券決済準拠法条約の採択にあたっては、
我が国の立場を主張しつつ、合意形成に積極的に寄与し、
国際法規の形成に寄与した。 

・ 主権免除条約草案の具体的な形式について、
平成15年の国連第六委員会において、検討の上、
決定する必要がある。 
・ ＩＣＣについては、ＥＵ側との意見交換で得
られた情報も踏まえ、我が国におけるＩＣＣ締
結に関する検討を進めていく必要がある。 
・ ハーグ国際私法会議にて採択した条約案につ
いては、今後同条約の批准の可否についての国
内的な検討を進めていく必要がある。 

94  国際法に関す
る知見の蓄積 

 No.90 に同じ ① 国際法解釈の
一層の精緻化を
進める 

② 我が国が国際
法の発展により
積極的に貢献す
る基盤を作る 

① 国際法に関する各種研究会の
実施 

② 大学における講義・研究者との
交流 
③ 国際法上の論点に関する各種
委託調査の実施 

国際法戦略会議や国際法研究会といった国際法に関する
各種研究会を実施し、外部・民間の知見と切磋琢磨するこ
とにより、国際法に関する知見の蓄積を促進し、条約局の
専門性を高めることができた。また、有識者等も参加した
国連国際商取引法委員会・私法統一国際協会（ＵＮＣＩＴ
ＲＡＬ・ＵＮＩＤＲＯＩＴ）研究会における議論の成果を、
平成 14 年はＵＮＣＩＴＲＡＬ調停モデル法の採択に活か
すことができた。大学における講義を実施し、国際法に関
する知識の普及に努めるほか、有識者と随時意見交換を行
い、知見の蓄積に努めることができた。さらに、重武装し
た不審船に対処する際の法的側面を検討するための委託調

ＩＣＣについても、ＩＣＣ規程と国内法との関
係等につき、適切な形で検討を進めていく必要が
ある。 
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査を行い、その調査結果は、今後の海上テロ対策の検討に
も有用な資料となる。 

95  国内・国外・国
際裁判への対
応を通じた国
益の確保 

 No.90 に同じ 国内外における
各種裁判において、
我が国の国際法の
解釈を示し、国益を
確保する。 

国内外の裁判における、我が国
の国際法上の解釈に関する準備書
面、意見書の国際法関連部分の作
成 

我が国に対し提起されている国内外の訴訟において、サ
ンフランシスコ平和条約を始めとする戦後処理関連条約の
解釈について、国際法に関する国側の見解をまとめる等の
対応を行っている。たとえば、米国カリフォルニア州にお
いて、第二次大戦中の「強制労働」の犠牲者等が該当企業
に補償を求める訴訟に関し、我が国政府は、サンフランシ
スコ平和条約の解釈について米国国務省に対して見解を提
出し、平成 15 年１月、連邦控訴裁判所は、日本企業を被告
とする訴訟 28 件を却下する判決を下した。このように、国
内外の判決において、サンフランシスコ平和条約、二国間
の平和条約について、我が国の見解を適切に主張すること
ができた。 

今後とも、訴訟の動向に応じ、我が国の見解を
随時的確に主張していく必要がある。 

96 広報活動 広報活動に関する重
点施策を、様々な角度
から掘り下げて総合的
に評価を行い、施策効
果の発現状況を明らか
にする。また、この評
価を通じて得られた課
題・問題の解決に資す
る多様な情報の提供に
よって、外務省の政策
構想力を高めるととも
に、外務省全体の国民
への説明責任を果た
す。  

我が国の外交政
策に関する国民の
理解、海外における
対日理解の増進及
び、これによる円滑
な外交政策の発展
につながる内外の
環境醸成を図る。 

① 海外における対日理解・対日親
近感の醸成及び日本政府の政策
への理解増進 

② 国内向け広報及び広聴活動 
③ 首脳外交・要人往来に関する迅
速な情報発信 

④ 我が国の政策、特に外交政策に
関する対外プレス発信、我が国に
対し好意的な外国報道の定着及
び偏向外国報道の是正 

国内に向けての外交政策の広報、海外に向けての日本の
外交政策及び一般事情の広報を積極的に実施したことによ
り、我が国の外交政策・一般事情に対する内外の情報のニ
ーズに応え、我が国の外交政策に関する国民の理解、海外
における対日理解の増進を達成した。また、これにより円
滑な外交政策の展開につながる内外の環境醸成が図られ
た。 

・ 各施策は、我が国の外交政策に関する国民の
理解、海外における対日理解の増進及びこれに
よる円滑な外交政策の展開につながる内外の
環境醸成を図るためには効果的であった。 
・ №97 から№100 まで参照 

97  海外における
対日理解・対日
親近感の醸成
及び日本政府
の政策への理
解増進 

 No.96 に同じ 我が国の外交政
策の展開を容易に
する。 

① 在外公館を通じた広報活動 
② 人物交流事業 
③ 印刷物、映像による広報資料
の作成、購入、配布 

④ インターネットでの情報発信 
⑤ 対日世論調査の実施 

在外公館を通じた広報活動、人物交流事業、印刷物・映
像による広報資料の作成・購入・配布、インターネットで
の情報発信、対日世論調査、及び特に日韓共催サッカーＷ
杯の広報を重点的に実施した結果、海外における対日理
解・対日親近感の醸成及び日本政府の政策への理解が増進
された。 

・ 外国人旅行者数の増加が国際相互理解の促進、
ひいては我が国の安全保障に貢献する意義を踏
まえつつ、観光誘致のための広報を積極的に実
施する。 
・ 人物交流事業については、招へい後も被招へ
い者との関係を維持し広報効果を持続するよ
う、招へい後のフォローアップに努める。 
・ 広報資料については、より効果的な対外発信
を行うため、予算の許す範囲内で、最新の資料
をより多くの言語で作成し、これを効率的に配
布する。 

・ ＨＰ については、ブロードバンド化に即した
掲載をさらに充実させるため、動画配信を実施
していく。また、在外公館ＨＰ と本省ＨＰ の
連携強化を図る。 



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

・ 広報環境をより明確に把握するために、新た
な分野の設問(例、外国人観光客増加のための
キャンペーン実施の際の参考となるような設
問)を導入するなど、世論調査の見直しを行う。 

98  国内における
外交政策への
理解の増進及
び外交政策に
関する国内世
論動向の把握 

 No.96 に同じ ① 適時平易な情
報提供による国
民に対する説明
責任の遂行 

② 世論動向の把
握と外交政策形
成過程への反映 

① マルチメディアによる情報提
供 

② 定期刊行物やパンフレット等
による情報提供 

③ 講演会やシンポジウム等の開
催 

④ 広聴制度の整備運用 
⑤ 世論動向の把握 

国内向け広報については、マルチメディアによる情報提
供、定期刊行物やパンフレットによる情報提供、講演会や
シンポジウムの開催という施策を実施した結果、外交政策
の理解が増進された。広聴活動については、広聴制度の整
備運用、世論動向調査という施策を実施した結果、世論動
向の把握と外交政策形成過程への適切な位置づけの基盤整
備が行われた。 

より効果的な情報発信のためには、新たな広報
手段の利用、メディアとの連携等が必要である。
また、国民の声を意思決定プロセスに位置づける
広聴活動はいまだ始まったばかりであり、広聴室
の体制整備を含め、広聴制度の運用の方法をさら
に発展させていく必要がある。 

99  首脳外交・要人
往来に関する
迅速な情報発
信 

 No.96 に同じ 我が国の首脳外
交及び要人往来に
対する国民の理解
増進及び外交プロ
セスに対する信頼
増進 

① 首脳外交・要人往来に関する
情報発信 

② 情報発信の円滑化及び説明責
任の明確化 

外務省首脳、外務報道官による記者会見の実施等により、
我が国が実施する首脳外交・要人往来をはじめとする外交
行事の開催日程等につき迅速な情報発信ができた。また、
外務報道官組織と政策担当各局部との連携強化、外務報道
官のスポークスマン機能の向上、国内報道各社の関心事項
の把握等により、情報発信の円滑化及び説明責任の明確化
をはかった。 

引き続き、国民世論及び報道側の関心、要望を
踏まえ、より的確な記者会見の実施や記事資料等
の発出に努めると共に、迅速かつ正確、円滑な我
が国の外交政策の情報発信に努める。 

100  我が国の政策
特に外交政策
に関する対外
プレス発信、我
が国に対し好
意的な外国報
道の定着及び
偏向外国報道
の是正 

 No.96 に同じ 我が国の政策特
に外交政策に関す
る対外プレス発信、
我が国に対し好意
的な外国報道の定
着及び偏向外国報
道の是正 

① 外国メディアに対する広報（記
者会見、バックグラウンド・ブリ
ーフィング、インタビュー、取材
協力等）の実施 

② 広報媒体の作成（プレス・リリ
ース、説明用資料等） 

③ 誤解や情報不足に基づく報道
についての反論投稿、編集者や執
筆者に対する申入れ 

④ 報道関係者（ペン記者）招待 
⑤ 各国首脳同行記者への取材協
力 

定例英語記者会見等の外国メディアに対する広報の実
施、広報媒体の作成、誤解や情報不足に基づく報道につい
ての投稿、報道関係者招待等を実施した結果、我が国の政
策特に外交政策に関する対外プレス発信、我が国に対し好
意的な外国報道の促進及び偏向外国報道の是正に効果があ
った。 

外国プレスの関心事項の適切な把握とより効
果的な情報発信 

101 国際交流（による対
日理解） 

国際交流に関する
重点施策を、様々な角
度から掘り下げて総
合的に評価を行い、施
策効果の発現状況を
明らかにする。また、
この評価を通じて得
られた課題・問題の解
決に資する多様な情
報の提供によって、外
務省の政策構想力を
高めるとともに、外務

各国の対日理解
を深める。 

① 短期青年招へい事業 
② 先進国招聘プログラム 

先進国の有力者及び途上国を中心とする国の優秀な青年
に対し、それぞれ対象者に応じた異なるプログラムで訪日
招へい事業を行うことにより、ほぼすべての被招へい者か
ら、日本に対する理解が深まった、あるいは、日本に対す
る印象が招へいされたことによって大きく変わったとの反
応を得ることができ、効果的に招へい事業の有効性が確認
された。 

・ 今後は、招へい人数や招へい日数に限りがあ
る中で、できる限り効果がより一層高くなるよ
う、対象者の選定、日程の訪問先等について経
験やデータを蓄積し、プログラムの改良に努め
ていくことが必要である。 
・ №102 及び№103 参照 
 
 
 
 
 
  



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

省全体の国民への説
明責任を果たす。 

 

102  短期青年招へい  No.101 に同じ 各国において将
来各階の指導的立
場に就くべき優秀
な青年の対日理解
増進 

将来指導的立場に就くべき優秀
な青年を13日間前後日本に招へい
し、関心に応じて国内有識者等と
懇談すると共に、地方旅行、観劇
等日本文化体験プログラムを経験
する。 

被招へい者に対して行っているアンケートにおいて、参
加者はおおむね総合的な評価として最高の評価をつけ、ま
た、事業実施後の在外公館からの報告等を総合的に判断す
るに、本件招へい事業が、被招へい者に対して好印象を与
え、対日理解を促すものであったと評価できる。また、現
地報道等による事後広報を行ったり、被招へい者の帰国後、
在外公館より日本関連の情報提供を行い対日関心を持続で
きるよう種々工夫を行い、本件招へい事業の効果を最大限
に発揮させるための努力も行われた。 

・ 各国において将来各界の指導的立場に就くべ
き優秀な青年の対日理解増進を達成するため
に、引き続き、このような青年の招へいを継続
する。 
・ 招へいプログラムに関し、被招へい者からの
コメント等を参考に、事業ノウハウを蓄積し、
今後の事業実施への活用を進める。 
・ 招へいプログラム策定に先立ち、被招へい者
の要望を聴取するなど、十分な事前調整を徹底
する。 
・ 招へいプログラム策定に当たり、関係各機関
との連携を促進するなど、効率性の向上に一層
努める。 
・ 被招へい者の帰国後のフォローアップの一層
の強化に努める。 

103  先進国招へい No.101 に同じ 欧米等先進国の
政策決定に影響力
のある者の対日理
解増進 

先進国の若手有力議員、学者・
研究者等有力者を11日以内で日本
に招へいし、先方の関心に応じて
国内有識者等と懇談すると共に、
地方旅行、観劇等日本文化紹介プ
ログラムをアレンジする。 

被招へい者に対して行ったアンケート調査において、す
べての回答者より総合的な評価で最高の評価を得るととも
に、事業実施後に在外公館より、被招へい者が、日本の幅
広い側面を見聞し、訪日前はステレオタイプのイメージが
強かった日本に対する見方が大きく変わった旨の感想を述
べていたとの報告を多数受けたこと等から判断するに、本
件招へい事業が被招へい者に対して有効に対日理解を促し
たと評価できる。本件事業においては、各国の政策決定に
影響力のある有力者のみを対象としているが、このように
波及効果の高い対象者に絞り込むことにより、効果の高い
事業を実施できたといえる。 

・ 招へいプログラムに関し、被招へい者からの
コメント等を参考に、より効果的な事業とする
よう、準備過程で実施すべきこと、組むべきプ
ログラム等につき情報や評価を蓄積し、今後の
事業実施に活用する。 
・ 被招へい者に対し、事前に日本事情につき説
明する機会を設けたケースは極めて有益かつ効
果的であった。被招へい者は極めて多忙である
ことが多いが、可能な限りすべてのケースにつ
き、これを実施するよう努める。 
・ 全体日程については、関心政策分野について
のアポイントなどを充実させることは引き続き
必要だが、日本文化や社会に触れる時間的余裕
を然るべく確保するよう引き続き配慮する。 
・ 被招へい者は訪日日程を通じて同行する者の
説明に影響を受ける面があり、現在、多くの場
合、通訳を兼ねた同行者を外部委託している。
外部委託は、これまで概して、被招へい者から
非常に高い評価を受けており、予算の効率的活
用の観点からも有益と考えられるが、場合によ
っては外務省関係者が同行することにより高い
効果を得ることもあり得るので、必要に応じて
外務省関係者の同行も検討する。 

104 海外邦人安全対策
（Ａ・Ｂシート） 

海外邦人安全対策
を、様々な角度から掘
り下げて総合的に評価

海外における邦
人の事件・事故の被
害を防止、又は最小

① 重大事件・事故に対応する体
制の整備 
② 国民に対する海外安全情報提

重大事件・事故に対応する体制整備のため、各公館の緊
急事態対応体制の再点検、情報収集体制の強化、緊急事態
対応用備品の配備（拠点公館）、各種研修の実施等の措置、

緊急事態対応体制のさらなる強化のため、以下
の措置をとる。 
・ 危機管理・緊急事態対応体制の制度化を進め



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

を行い、施策効果の発
現状況を明らかにす
る。また、この評価を
通じて得られた課題・
問題の解決に資する多
様な情報の提供によっ
て、外務省の政策構想
力を高めるとともに、
外務省全体の国民への
説明責任を果たす。 

限に抑える。 供の拡充 国民に対する海外安全情報提供の拡充のため、外務省海外
安全ＨＰの改善、渡航情報の積極的な提供、国民・企業向
けセミナー等の開催、海外進出企業向け説明会（イラク他）
の実施等の措置をとった。その結果、対イラク軍事行動等
様々な大規模の緊急事態に適切に対応することができ、ま
た、種々の機会をとらえて、国民に対して広く海外安全に
関する情報を提供することができた。 

る。 
・ 公館未設置国や遠隔地で邦人を巻き込む緊急
事態が発生した際に、専門家等のチームを迅速
に現地に派遣・展開できる体制を検討・整備す
る。 
・ 海外安全情報の提供については、主に以下の
点を改善する。 

・ 海外安全ＨＰの利用を増進するため、ＨＰへ
のリンクを増やし、各種媒体・機会を使ってＨ
Ｐを紹介するなど渡航情報の利用についてより
積極的に広報する。現在行っている広報活動に
ついて各手段の有効性を改めて検証し、また情
報の内容に応じて訴求対象、有効な媒体を特定
し、より効果的な広報活動を行う。 
・ 実施可能な在外公館においては、在留届に基
づき電子メール又はＦＡＸを用いた在留邦人へ
の一斉同報システムを整備する。 
・ セミナーや講演会については、国際的なテロ
情勢や各国治安情勢などを踏まえたニーズの高
いテーマ内容を取り上げ、開催地を国内外とも
に増加させる。 

105 的確な情報収集及び
情勢分析 
（Ｂシートのみ） 

時々の外交課題・国
際的諸問題に対応する
ために設定された情報
収集及び情勢分析を、
様々な角度から掘り下
げて総合的に評価を行
い、施策効果の発現状
況を明らかにする。ま
た、この評価を通じて
得られた課題・問題の
解決に資する多様な情
報の提供によって、外
務省の政策構想力を高
めるとともに、外務省
全体の国民への説明責
任を果たす。 

的確な情報収集
及び情勢分析を行
うことにより、複雑
かつ流動的な国際
情勢に迅速に対応
する。 

① 国際情勢に係る情報収集の方
途の整備及び活用 

② 国内関係省庁等との協力 
③ 政策部局との情報共有・連携
（分析資料等の作成及び政策部
局等への提供等） 

④ 在外公館等による情報収集機
能強化のための措置 

⑤ 分析機能強化のための措置 

①情報収集の方途の整備及び活用、②関係省庁等との協
力、③政策部局との情報共有・連携、④在外公館における
情報収集機能強化、⑤外部有識者の活用等を通じた分析機
能強化のための措置を実施した結果、的確な情報収集及び
情勢分析を行うための体制が強化された。 
なお、外務省の情報収集・分析体制の抜本的強化のため

には、これらの措置に加え、今後、情報収集・分析部門の
人員増強、専門家の育成、研修の強化等、人的体制を強化
する必要がある。 

情報収集及び分析機能の強化の一層の強化のた
めには、外務省の情報部門である国際情報局の体
制強化、とくに人的資源の強化を図る必要がある。
具体的には、次の通り。 
・ 人員の増強 
・ 情報分野の専門家の育成 
・ 研修の強化 
・ 外部有識者の一層の活用等 

106 開かれた外務省のた
めの 10 の改革 

開かれた外務省のた
めの 10 の改革を、様々
な角度から掘り下げて
総合的に評価を行い、
施策効果の発現状況を
明らかにする。また、

外交及び外務省
に対する国民の理
解と支持を取り戻
すとともに、国益を
増進する強靭な外
交実施体制を整備

① 不当な圧力の排除 
② 誤ったエリート意識の排除と
お客様志向 

③ 人事制度の再構築 
④ 秘密保持の徹底 
⑤ ＯＤＡの透明化・効率化 

国会議員等からの不当な圧力の排除、誤ったエリート意
識の排除とお客様志向の向上、人事制度の再構築、秘密保
持の徹底、ＯＤＡの透明化・効率化、外務省予算の効率的
使用・透明性の確保、ＮＧＯとの新しい関係、広報・広聴
体制の再構築、大使館などの業務・人員の見直し、政策立
案過程の透明化、危機管理体制の整備、政策構想力の強化

① 外務省としては、今後とも「行動計画」に基
づき設置された外務大臣を長とする改革推進本
部を中心に、要所要所でさらなる改革の実施状
況をレビューしていく。また、平成 15 年３月
27 日に発表した外務本省の組織・機構改革に関
する「最終報告」を踏まえ、16 年度から新体制



 

 

№ テーマ名 
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この評価を通じて得ら
れた課題・問題の解決
に資する多様な情報の
提供によって、外務省
の政策構想力を高める
とともに、外務省全体
の国民への説明責任を
果たす。 

する。 ⑥ 外務省予算の効率的使用・透明
性の確保 

⑦ ＮＧＯとの新しい関係 
⑧ 広報・広聴体制の再構築 
⑨ 大使館などの業務・人員の見直
し 

⑩ 政策立案過程の透明化 
⑪ 危機管理体制の整備 
⑫ 政策構想力の強化 

を通じて、外務省改革が進められた。 に移行し、一層能動的かつ戦略的な外交を展開
していく。 
 
② №107 から№118 まで参照 

107  不当な圧力の
排除（政・官の
在り方） 

 No.106 に同じ 行政府と立法府
との間に適切な緊
張関係を構築する。 

国会議員等との間の接触のルー
ルや接触に当たっての組織のあり
方を検討する。 

国会議員等との接触にあたって、特別な対応を要する事
項を「行動計画」を踏まえ３類型とするとともに、内規を
改定し、省員に対し、これらの類型に該当する意見を国会
議員等から受けた場合、それを文書化するよう周知し、そ
のような意見への対応については、川口大臣を長とする「政
務本部」で取扱うとの体制を整えた。 

政・官の在り方は、立法府と外務省を含めた行
政府の間の全体の問題であるが、その目的は、政
と官の間に適切な緊張関係を維持することにあ
る。 
今後、政務本部が如何なる形で運用されていく
かは、一概には断定できないが、外務省としては、
立法府との間の必要な相互協力関係を維持しつ
つ、適正な政と官の在り方を引き続き考えてい
く。 

108  誤ったエリー
ト意識の排除
とお客様志向
（外務省職員 
の意識改革） 

 No.106 に同じ 誤ったエリート
意識を取り除き、国
民全体の奉仕者と
しての意識を徹底
するとともに、時代
の流れに敏感な感
覚を養う。 

① 在外公館の活動をモニターす
るためのアンケートの実施 

② 若手職員の領事業務従事や地
方自治体、民間企業、ＮＧＯで
の実務体験 

③ 海外研修中の多様な機関・団
体での活動体験 
④ 現行の規則・慣行が時代の要
請や民間の基準に合うよう改善 

「外務省員行動規範」の策定、在外公館の対応に関するア
ンケートの実施、若手職員の領事実務従事や各種機関での実
務経験の促進、及び時代の要請や民間の基準に合わせた現行
の制度・慣行の改善を通じ、外務省員が国家公務員としての
意識を高めることに寄与した。 

日々刻々と変化する国際環境、及びそれにより
変化し得る国民の外務省への期待に呼応する職業
意識を各職員に浸透させることは、直ちに成果が
現れにくいという面で、継続的に取り組む必要の
ある中長期的な課題である。今後とも人事当局を
中心とする関連部局による組織的バックアップの
下で各職員が自ら必要な職業意識と使命感を培っ
ていくよう、あらゆる機会を捉え奨励していくこ
とが重要である。 

109  人事制度の再
構築 

 No.106 に同じ 職員の士気を高
め、組織としての活
力を最大限に引き
出すために、競争原
理を積極的に取り
入れる。地道な努力
がきちんと評価さ
れ報われる人事を
行う。 

① 本省・在外の幹部ポストに民間
等の優れた人材を積極的に起用 
② 課・室長以上のポストにⅠ種職
員以外の職員を一層幅広く配置 

③ Ⅰ種職員の大半が大使ポスト
についていたこれまでの人事の
あり方を改め、能力と適正に基づ
いた配置を実施 

④ 適材適所を実現するため、必ず
しも入省年次にとらわれない幹
部人事を実施 
⑤ ハイレベルを含む各界の幅広
い分野との双方向の人事交流を
進める。 

①本省・在外の幹部ポストへの民間等の優れた人材を積
極的な起用、②課・室長以上のポストへのⅠ種職員以外の
職員の一層幅広い配置、③Ⅰ種職員の大半が大使ポストに
就いていたこれまでの人事の在り方を改め、能力と適性に
基づいた配置を実施すること、④適材適所を実現するため、
必ずしも入省年次にとらわれない幹部人事を実施、⑤ハイ
レベルを含む各界の幅広い分野との双方向の人事交流等、
人事制度において霞が関のモデルとなる措置を導入した。 

国家公務員の人事制度のあり方については、平
成 13 年 12 月に閣議決定された公務員制度改革大
綱を踏まえ、現在、国家公務員法等関係法令の改
正作業が進められている。今後は、公務員制度改
革により導入される能力等級制度を柱とした新た
な任用制度や給与制度との整合性にも留意しつ
つ、真に能力本位で適材適所の人事配置を実現す
べく、関係法令の整備や人事運用のさらなる改善
に努めていく。また、各分野・各語学の専門家育
成に資する制度改革及び人事運用に努めていく。 

110  秘密保持の徹
底 

 No.106 に同じ 外交の基本であ
る内外の信頼を回

① 文章管理規程等を見直す。 
② 秘密漏洩が発生した場合の処

秘密保持体制を強化するため、外務本省内の在外公館警
備と秘密保全を担当する部署を統合し、警備対策室を設置

専門家の育成と併せ、国民への説明責任を果た
すため、可能な範囲の情報は、積極的に外部に提



 

 

№ テーマ名 
評価の目的 
（ねらい） 

政策等の目的 政策手段 
把握された効果等 
（活動結果と評価等） 

評価結果 
（今後の課題等） 

復・強化する。 分を厳格にし、人事に反映させ
る。 

し、秘密保全のための組織的体制は整備した。また、秘密
漏えい時の処分を厳格にすることについては、他の課題と
合わせ現在作業中の秘密保全規則を早期に完了することで
確保していく必要がある。 

供する一方、職務上知り得た秘密は漏洩しないと
のバランスのとれた保秘マインドを各職員に浸
透させる必要がある。このような保秘意識の徹底
は、使命感や職業意識と同様に一朝一夕で達成さ
れないため、引き続き地道な努力を継続すること
が必要である。 

111  ＯＤＡの効率
化・透明化 

 No.106 に同じ ＯＤＡの国民に
対する説明責任を
果たすと共に、より
質の高いＯＤＡの
実施を目指す。 

① 外部の参加を通じＯＤＡの透
明性を高めるための新たな仕組
みを設ける。在外公館は、現地で
活動するＮＧＯの意見を聞いた
上で、判断する。本省では、選択
肢の一つとして、第三者の参加を
得た委員会で援助の分野やプロ
ジェクトの優先順位を議論し、決
定することを検討する。 

② 経済協力局幹部（評価担当）に
外部の人材を起用 

第三者評価の強化など評価体制の強化、「無償資金協力
実施適正会議」の設置など、ＯＤＡの透明性を確保するた
めの仕組みを設けた。また、様々なレベルにおける省庁間
の連絡会議を通じＯＤＡ関係省庁間の連携を強化した。さ
らに、経済協力局の幹部に外部の人材を起用した。以上の
取組を通じて、ＯＤＡの効率化・透明化を進めている。 

これまで外務省は、ＯＤＡ大綱を軸に様々な活
動を行ってきたが、策定後 10 年間に生じた国際
情勢の変化を踏まえ、平成 14 年 12 月、ＯＤＡ大
綱の見直しなどを発表・着手した。今後は、同大
綱の見直しを含めると共に、平成 14 年６月に設
置した「ＯＤＡ総合戦略会議」や現在までに整備
した上記枠組みを通じＯＤＡ改革を着実に実施
し、ＯＤＡに対する国民の理解と支持を得ていく
ことが重要である。 

112  外務省予算の
効率的使用・透
明性の確保 

 No.106 に同じ 外交機密の保護
とのバランスを確
保しながら、外務省
全体として限られ
た予算の効率的活
用を確保する体制
を構築する。 

① 平成 14 年度設置の監察査察官
に検事を任命 

② 全在外公館に公認会計士等外
部専門家の参加を得て査察を実
施 
③ 調達全般にわたって一元化を
実現 

平成 14 年、監察査察官に北田検事を起用するとともに監
察査察室を設置した。また、数多くの在外公館に対して、
公認会計士等外部の専門家の参加を得て査察を実施。さら
に調達全般にわたって一元化を実施した。以上の取組を通
じて外務省予算の効率的使用、透明性の確保の体制が整備
され、職員の意識も高まった。 

今後は、山積する外交課題に対して、外務省予
算が一層効率的かつ透明性をもって使用されるよ
う、以下に努める。 
・ 政策評価を予算要求や執行により適切に反映
させ、重要外交課題の推進のために予算を重点
的に配分することを検討する。 
・ 契約形態を不断に見直して、一般競争入札等
の公平性、競争性、透明性の高い方法による調
達ができないか個別に検討する。 
・ 厳正な会計手続を確保するため、研修・マニ
ュアルの充実等により職員の意識向上を図ると
共に、引き続き監察査察制度による事後チェッ
クを着実に実施する。 

113  ＮＧＯとの新
しい関係 

 No.106 に同じ ＮＧＯとの協力
を通じ、多角的な外
交を推進する体制
を構築する。 

① ＮＧＯに対する助成は、透明
性が確保できる客観的な基準に
基づき実施 

② ＮＧＯとの協力関係を考える
懇談会を設置 

透明性が確保できる客観的な基準に基づくＮＧＯへの助
成を進めたほか、昨年７月の「ＯＤＡ改革・15 の具体策に
ついて」に基づく様々な懇談会を外務省とＮＧＯとの間で
実施した。また、人事面では、ＮＧＯ担当大使を設置した
ほか、若手職員のＮＧＯ実務研修への派遣も行った。以上
により、外務省員のＮＧＯに対する理解が深まった。 

省内関係局課と連絡を密にし、ＮＧＯの活動の
場にＮＧＯ担当大使ができる限り出席し、その結
果を省内で広く共有するなどして、ＮＧＯの活動
に対する外務省の理解を深めていくことが重要
である。同時に、若手職員のＮＧＯ研修について
は、今回の経験を踏まえ、研修先、研修場所や研
修期間を含め研修のあり方を改善しつつ、ＮＧＯ
に対する省員の理解を深めていくことも望まれ
る。 

114  広報・広聴体制
の再構築 

 No.106 に同じ 分かりやすく適
時適切な情報提供
を行う広報活動と、
国民の声を広く聞

① タウン・ミーティングを開催 
② 広聴室を設置 

平成 14 年度は、東京、大阪等全国５か所にて川口大臣が
出席する外務省タウン・ミーティングを開催し、国民の意
見を直接取り入れる試みを行った。また、広聴室を平成 15
年１月に設置し、約 3か月間に 3,000 件以上の電子メール、

広報、広聴それぞれに関する体制は相当整えら
れたので、今後は、広聴体制を通じて外務省が得
た国民の意見、提言などをしっかりと関係局課を
含む省内関係者が共有し、適切なものについて
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くための広聴活動
を、それぞれ強化す
る。 

700 件以上の電話を受け付けた。これらの取組を通じて、得
られた意見を政策担当部局等に伝達し、国民の声を真摯に
受け止める体制が整備された。 

は、政策部局で消化し、その後の政策に適切な形
で位置づけていくという有機的な連携をいかに
拡充・強化していくかが今後の課題であると思わ
れる。また、大臣スピーチや外交青書についても、
引き続き工夫や改善を重ね、我が国の外交政策を
きちんと分かり易く説明し、国民の理解と支持を
得ていく努力を継続していく必要がある。 

115  大使館などの
業務・人事の見
直し 

 No.106 に同じ 世界各国で活躍
する我が国国民の
生命・身体・権益等
を確保する体制を
整備する。 

① 在外公館の設置状況等の見直
し 

② 領事業務の見直し 
  

在外公館の設置状況等を見直すとともに、インターネッ
トによる在留届の受付、24 時間電話対応サービス実施公館
の拡充など、領事業務の改善を図り、在外公館の業務を見
直した。 

在外公館全般に関する見直しについては、領事
業務を含め在外公館に期待されている様々な役
割との間のバランスを十分考慮しつつ、全世界の
どの地域にどの規模の在外公館を配置すること
が適切なのか、また、各公館においては、どの分
野にどの程度の人員をどの程度のウェイトを置
いて外交活動全般を実施していくべきなのか、領
事業務への需要の高まりを見ながら、引き続き検
討と見直しを図っていく必要がある。 

116  政策立案過程
の透明化 

 No.106 に同じ 外交政策の国民
への説明責任を果
たす体制を構築す
る。 

① 国民にわかりやすい言葉で外
交の理念や政策の目的を説明 

② 各界からの意見を外交政策へ
反映させるため、本省で外交政
策評価パネルを創設。同パネル
は定期的に政策をレビュー 

研修等を通じた省員への情報公開事務に関する意識の向
上、外交記録公開制度の一層の充実、オーラル・ヒストリ
ー事業への着手等の取組を通じて政策立案過程の透明化を
推進した。 

開かれた外務省をさらに促進するため、情報公
開事務の一層の迅速かつ円滑な遂行を図ること、
外部の歴史家や外交専門家からなる「外交記録公
開諮問委員会（仮称）」を早期に立ち上げることな
どが必要である。 

117  危機管理態勢
の整備 

 No.106 に同じ 危機管理事案発
生時に備え、危機管
理体制を整備する
とともに、日頃から
緊急事態への対応
に必要な情報収集
に万全を期す。 

 本省の危機管理体制の整備 瀋陽事件を教訓として危機管理体制のさらなる整備拡充
を図るべく、大臣官房長を危機管理官に発令し、また大臣
官房総務課内に危機管理調整室を設置した。国際テロ対策
についても、国際テロ対策担当大使を中心に関連情報の収
集・分析を行う体制も整備した。 

・ 今後とも種々の具体的な危機管理事案への対
応の中で、現在の体制が十分その機能を果たし
たかどうかにつき、絶えず検討を重ねつつ、今
後の教訓を読みとり、一層の体制整備に努める
ことが必要と思われる。 

・ 先般、発表した外務省機構改革（最終報告）
においても、上記の視点を踏まえ、危機管理体
制強化に努めることとなっている。 

118  政策構想力の
強化 

 No.106 に同じ 外部有識者やシ
ンクタンクとも連
携しながら、国民の
ニーズと国益に則
った力強い外交戦
略目標を設定する
能力を備える。 

① 総合外交政策局の機能強化 
② 国際情報局の機能強化 

総合外交政策局や国際情報局の機能強化を通じ、政策構
想力を強化するための体制を拡充した。 

外務省機構改革に関する「最終報告」では、総
合外交政策局を筆頭局として外交政策の立案・実
施過程の中核とするとの方針を固めたので、平成
16 年度からの新体制の中では、様々な政策部局と
省内唯一の情報部局である国際情報局がうまく連
動し、外交政策立案に真に必要な情報を収集・分
析し、これを総合外交政策局の下に集約し、外交
戦略が適切に立案・実施されていくよう、努力を
継続していく必要がある。 
なお、本施策は、実施計画に掲げられているも
のではないが、一連の外務省改革を進めていく中
で新たに取り組むべき課題として取り上げた施策
である。 



 

 

（注）１ 「平成 14 年度外務省政策評価書」を基に当省が作成した（原則として、仮名遣い等は原文による）。 
なお、「評価の目的（ねらい）」の欄は、外務省からの聞き取りにより整理した。 

２ 「把握された効果等（活動結果と評価等）」欄には、評価書のうち評価Ａシートの「５．評価」欄及び評価Ｂシートの「５．活動結果と評価」欄から、また、「評価結果（今後の課題等）」欄には、評価Ａシ
ートの「５．評価」欄及び評価Ｂシートの「６．備考(今後の課題)」欄等からそれぞれ該当する記述を基に整理した。 



 

 

 
表１表１表１表１    

総合評価の対象政策等一覧 
 

 政策等（評価シートＡ） 評 価 対象数 個別の手段（評価シートＢ） 評 価 
対象数 

評  価 
対象数計 

対米外交 ０１ 

１ 政治分野での協力の推進 
２ 安全保障分野での協力の推進 
３ 経済分野での協力の推進－日米経済関係の緊密化に向けた取組（含む協議）  
４ その他（政治、安全保障、経済分野以外）の協力の推進 
５ 相互理解の増進－人的交流 

０５ ００６ 

対中国外交 ０１ 

１ 政治・安全保障分野における協力の推進 
２ 経済分野における協力の推進 
３ その他（政治・安全保障、経済分野以外）の協力の推進 
４ 各種交流の推進と相互理解の促進 
５ 対日イメージの向上 

０５ ００６ 

対韓国外交 ０１ 

１ 間断なき対話と友好協力関係の増進 
２ 国際社会の平和と安全のための日韓協力 
３ 経済分野における協力の推進 
４ グローバルな問題に関する協力の強化 
５ 過去に起因する問題への対応 
６ 領土問題（竹島問題についての我が国の正当性の主張） 

０６ ００７ 

対北朝鮮政策 ０１ 

１ 日朝国交正常化 
２ 日朝間の諸懸案の解決 
３ 人道問題への対応 
４ 各国との連携・調整（ＴＣＯＧ） 
５ ＫＥＤＯ（朝鮮半島エネルギー開発機構） 

０５ ００６ 

対露外交 
０１ 
 

１ 平和条約締結問題への取組（条約交渉、北方領土解決に向けた環境整備） 
２ 経済分野における協力の推進 
３ 国際舞台における協力の推進 
４ 政治対話の積極的な実施 
５ 相互理解の増進（人的交流・文化交流） 

０５ ００６ 

国
・
地
域
別 

対ＡＳＥＡＮ外交 ０１ 

１ 日・ＡＳＥＡＮ間の地域協力 
２ ＡＳＥＡＮ +３の枠組みを通じた地域協力 
３ 日中韓の枠組みを通じた地域協力 
４ 地域国際機関を通じた地域協力 

０４ ００５ 

 
 



 

 

 政策等（評価シートＡ） 評 価 対象数 個別の手段（評価シートＢ） 評 価 
対象数 

評  価 
対象数計 

対ＥＵ外交 ０１ 

１ 「日欧協力の10年」（平成13年から10年間）の実施 
２ 政治対話の着実な実施 
３ 各種協議・協力の推進 
４ 相互理解の増進（人的交流、文化交流） 

０４ ００５ 

中東和平問題 ０１ 

１ 中東における公正、永続的かつ包括的和平の実現に向けての我が国の取り組みを目に見える形で内外に示
す 
２ 当事者に対する働きかけ（要人往来） 
３ 和平努力に対する我が国の支援姿勢の対外ＰＲ 
４ 関係国との活発な協議の実施 
５ 対パレスチナ・周辺国経済支援の継続 

０５ ００６ 

対アフガニスタン外交 ０１ 

１ 緊密な協議の実施を通じた二国間関係の強化 
２ 和平・復興支援の実施 
３ アフガニスタン周辺国を含む関係国・国際機関との緊密な協議・協力 
４ 相互理解の増進 

０４ ００５ 

アフリカ開発支援 ０１ 
１ アフリカのオーナーシップ（自助努力）発揮に対する協力 
２ アフリカの貧困削減とそのための成長に対する協力 
３ 日アフリカ間民間交流の強化と対アフリカ支援への我が国における世論喚起 

０３ ００４ 

国
・
地
域
別 

対中南米外交 ０１ 

１ 経済関係強化の取組（含：地域経済統合への対応） 
２ 政治・経済分野等での対話・協力の促進（二国間問題、国際問題） 
３ 中南米地域の中長期的安定への協力 
４ 官・民による人的交流の拡充、情報伝達の拡大（マス・メディアを含む） 

０４ ００５ 

 小 計 １１ 小 計 ５０ ０６１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 政策等（評価シートＡ） 評 価 対象数 個別の手段（評価シートＢ） 評 価 
対象数 

評  価 
対象数計 

〈米国同時多発テロを受け
た国際テロリズム対策〉 

〈１〉 米国同時多発テロを受けた国際テロリズム対策 ０１ ００１ 

紛争への包括的取組 １ 
１ 紛争予防への貢献 
２ 国際平和協力の一層の促進 

０２ ００３ 

軍備管理・軍縮・不拡散 １ 

１ 核軍縮を含む大量破壊兵器（核・化学・生物兵器）の禁止や規制並びに核物質の管理に関する国際的な枠
組みの強化 
２ 地雷や小型武器などの通常兵器に関する軍縮の強化 
３ 大量破壊兵器・ミサイル等の不拡散体制の強化 

０３ ００４ 

原子力の平和的利用及び科
学技術分野での国際協力 

１ 
１ 原子力平和利用のための国際協力推進 
２ 原子力安全、研究開発等に関わる国際協力の推進 
３ 外交と科学技術の連携 

０３ ００４ 

国際経済 １ 

１ グローバルな枠組みにおける国際経済の基本的方向付けへの積極的参画 
２ 重層的な経済関係の強化・有効活用 
３ 国際経済の新たなる諸課題への効果的対応 
４ 国際経済の伝統的な諸課題への効果的対応 

０４ ００５ 

― ― 

〔政府開発援助（ＯＤＡ）〕 
１ 対スリランカ政策 
２ 対タイ政策 
３ 発途上国における女性支援〔ＷＩＤ〕／ジェンダー政策 

０３ ００３ 

地球規模の諸問題 １ 

１ 人間の安全保障の推進 
２ 国際的な枠組みを通じた感染症対策への取組み 
３ 国際社会における人権の擁護・促進のための国際協力の推進 
４ 人道問題への取組 
５ 地球環境問題に対する取組みの推進 
６ 地球温暖化問題への対応 
７ 国際機関における邦人職員の増強 

０７ ００８ 

分
野
別 

国際約束の締結・実施 １ 

１ 我が国にとって望ましい国際約束の締結 
２ 我が国が締結した国際約束の適切な実施 
３ 国際法規の形成への寄与 
４ 国際法に関する知見の蓄積 
５ 国内・国外・国際裁判への対応を通じた国益の確保 

０５ ００６ 

 



 

 

 政策等（評価シートＡ） 評 価 対象数 個別の手段（評価シートＢ） 評 価 
対象数 

評  価 
対象数計 

広報活動 １ 

１ 海外における対日理解・対日親近感の醸成及び日本政府の政策への理解増進 
２ 国内における外交政策への理解の増進及び外交政策に関する国内世論動向の把握 
３ 首脳外交・要人往来に関する迅速な情報発信 
４ 我が国の政策特に外交政策に関する対外プレス発信、我が国に対し好意的な外国報道の定着及び偏向外国
報道の是正 

０４ ００５ 

国際交流（による対日理解） １ 
１ 短期青年招へい 
２ 先進国招へい 

０２ ００３ 

〈海外邦人安全対策〉 〈１〉 海外邦人安全対策 ０１ ００１ 

― ― 的確な情報収集及び情勢分析 ０１ ００１ 
分
野
別 

開かれた外務省のための10
の改革 

１ 

１ 不当な圧力の排除（政・官の在り方） 
２ 誤ったエリート意識の排除とお客様志向（外務省職員の意識改革） 
３ 人事制度の再構築 
４ 秘密保持の徹底 
５ ＯＤＡの効率化・透明化 
６ 外務省予算の効率的使用・透明性の確保 
７ ＮＧＯとの新しい関係 
８ 広報・広聴体制の再構築 
９ 大使館などの業務・人員の見直し 
10 政策立案過程の透明化 
11 危機管理体制の整備 
12 政策構想力の強化 

１２ ０１３ 

 小 計 ０９ 小 計 ４８ ０５７ 

計 ２０ 計 ９８ １１８ 

（注）１ 「平成 14 年度外務省政策評価書」を基に当省が作成した（原則として、仮名遣い等は原文による。）。 
２ 表中の〈 〉書きは、Ａシート、Ｂシートともに評価対象が同じであるため、評価対象数は１件として整理している。    



 

 

表２表２表２表２    
評価書における第三者の意見等 

NO． テ ー マ 意   見   等 意 見 等 の 出 所 区   分 
対米関係の今後の課題について 小泉総理大臣に提出された「対外関係タスクフォース」

の報告書（「21 世紀日本外交の基本戦略」平成 14年 11 月
28 日） 

報告書等の記述 

イラク問題への我が国の対応を巡る批判 平成 15 年３月 19 日付け朝日新聞 新聞報道記事 
1 

対米外交 

 我が国の安全と反映にとって日米関係を
維持・強化していくことの必要性について 

 平成 15年３月 20日付け読売新聞 新聞報道記事 

7 対中国外交  対中国外交に関する評価 立教大学の高原明生教授（中国政治研究） 有識者等から聴取 
13 対韓国外交  対韓国外交に関する評価 静岡県立大学小針助教授（平成 15年 4月２日） 有識者等から聴取 
20 対北朝鮮政策  対北朝鮮外交に関する評価 防衛研究所室岡第 3研究室長（平成 15年 4月２日） 有識者等から聴取 

 対露外交に関する調査 電話世論調査（外務省国内広報課が平成 15 年３月に実
施） 

その他 

ロシア関係の専門家 その他 
報道関係者 その他 

26 

対露外交 

 「日露行動計画」（小泉総理訪ロの際採択）
に関する評価 

返還運動関係者 その他 
32 対ＡＳＥＡＮ外交  対ＡＳＥＡＮ外交に関する評価 東京大学東洋文化研究所田中明彦教授 有識者等から聴取 

慶應義塾大学法学部田中敏郎教授（日・ＥＵ学会理事長）
（平成 15年３月 24日） 

有識者等から聴取 

37 

対ＥＵ外交  対ＥＵ外交に関する意見等 
  

共立女子大総合文化研究所根本長兵衛教授（文化交流Ｎ
ＧＯのＥＵ・ジャパンフェスト日本委員会プログラムディ
レクター）（平成 15年３月 24日） 

有識者等から聴取 

42 中東和平問題 中東和平問題に関する意見等 防衛大学校立山良司教授 有識者等から聴取 

48 対アフガニスタン外交  対アフガニスタン外交に関する意見等 「アフガニスタン『平和の定着』東京会議」に関する記
事（平成 15 年２月 22 日付け毎日新聞及び日本経済新聞） 

新聞報道記事 

アフリカ開発会議に関する記事（平成 13年 12 月９日付
け毎日新聞） 

新聞報道記事 

「持続可能な開発に関する世論首脳会議」の採択文書
（平成 14年９月） 

報告書等の記述 53 

アフリカ開発支援  アフリカ開発支援に関する意見、評価等 
  
  

イアン・ジョンソン世界銀行副総裁（平成 15 年１月 24
日付け朝日新聞） 

新聞報道記事 

57 対中南米外交  対中南米外交に関する意見等 東京大学恒川教授（中南米研究者）（平成 15年 4月２日） 有識者等から聴取 
 



 

 

NO． テ ー マ 意   見   等 意 見 等 の 出 所 区   分 

62 
米国同時多発テロを受
けた国際テロリズム対
策 

 米国同時多発テロを受けた国際テロリズ
ム対策に関する意見等 

（財）公共政策調査会第一研究室板橋功室長（平成 15
年３月 19日） 

有識者等から聴取 

日本紛争予防センター明石康会長（平成15年３月17日） 有識者等から聴取 
東ティモール シャナナ・グスマン大統領（平成 14 年
８月５日） 

相手国関係者等 63 

紛争への包括的取組  紛争への包括的取組に関する意見、評価等 
  
  

国際平和協力懇談会報告書（平成 14 年 12 月 18 日） 報告書等の記述 
露外務省プレスリリース（平成 15年 2月 14 日付け） 相手国関係者等 
モントレー国際研究所古川勝久主任研究員（平成 15 年
1 月８日付け朝日新聞） 

新聞報道記事 
 軍備管理・軍縮・不拡散に関する意見、評
価等 
  
  ＢＷＣ運用検討会議再開会合（平成 14 年 11 月 16 日付

け朝日新聞） 
新聞報道記事 

 弾道ミサイルの拡散に立ち向かうための
国際行動規範について 

 新聞各紙 新聞報道記事 
66 

軍備管理・軍縮・不拡
散 

 「国際原子力機関保障措置強化のための国
際会議」関連報道 

平成 14 年 12 月 10 日付け読売新聞・平成 14年 12 月 11
日付け読売新聞及び朝日新聞 

新聞報道記事 

70 
原子力の平和的利用及
び科学技術分野での国
際協力 

 「核融合炉開発への決意」、「世界の先達を
目指して取り組め」、「ＩＴＥＲ誘致への予算
措置で決断を」 

平成 15 年 1 月 14 日付及び 20 日付け日刊工業新聞、平
成 15年２月 20日付け日本経済新聞 

新聞報道記事 

74 国際経済  国際経済に関する意見等 有識者懇談会（平成 15年４月７日） 有識者等から聴取 
編集委員の問題提起記事（平成 15 年２月 20 日付け朝日

新聞） 
新聞報道記事 

中央大学横田洋三教授（平成 15 年４月９日） 有識者等から聴取 

 地球規模の諸問題に関する意見等 
  

国際連合管理局丹羽敏之事務次長補（外交青書（14 年
版）コラム） 

報告書等の記述 

アフガン復興支援会議についての社説記
事 

平成 15 年２月５日付け朝日新聞 新聞報道記事 
82 

地球規模の諸問題 

 持続可能な開発に関する世界首脳会議（Ｗ
ＳＳＤ）についての関連報道 

 主要紙はじめ多くのメディア 新聞報道記事 

90 国際約束の締結・実施  国際約束の締結・実施に関する意見  東京大学法学部奥脇直也教授（平成 15 年３月 19 日） 有識者等から聴取 
外務省「変える会」 有識者等から聴取 

96 
広報活動  広報活動に関する評価 

  「日本の 100 冊翻訳の会」の戸谷美苗事務局長 有識者等から聴取 
 
 
 



 

 

NO． テ ー マ 意   見   等 意 見 等 の 出 所 区   分 
 衆議院外務委員会の審議（平成 14 年 11 月６日） その他 

101 

国際交流（による対日
理解） 

 国際交流（による対日理解）に関する意見
等 
  

平野健一郎東大教授等（「日本・ＡＳＥＡＮ国際文化交
流・文化協力事業の歴史的経緯、現状、課題」（平成 11年
３月）） 

報告書等の記述 

104 海外邦人安全対策  海外邦人安全対策に関する意見等  日立製作所リスク対策部児島俊郎部長（平成 15 年４月
17 日） 

有識者等から聴取 

106 開かれた外務省のための 10の改革 
開かれた外務省のための 10 の改革に関す
る意見等 

外務省「変える会」（「行動計画」を中心とした外務省改
革の進ちょく状況と総括（平成 15年３月 25日公表）） 

有識者等から聴取 

（注） 「平成 14 年度外務省政策評価書」を基に当省が作成した。 


